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序     文 

 

 

ボツワナ共和国では自然資源が地域住民の貴重な資源・収入源となっています。また、産業の

多角化を掲げるボツワナ政府として、エコツーリズムの推進のため自然資源の持続的な利用を強

化していくことが重要となっているほか、気候変動対策の観点からも森林資源の適切なモニタリ

ングが国際社会において求められています。 

 

こうした中、ボツワナ共和国では住民のタバコの投棄、火入れ、放火等に起因する森林火災や、

薪炭材の採取、牧草地としての利用の拡大、増加する野生動物による食害、倒木等により、1990

年から2010年にかけて森林面積が17.3%減少しました（FAO, 2010）1。 

 

これらの問題に対処するため、ボツワナ政府は自然資源管理を政策の重点分野として掲げ、適

切な管理に向けて取り組んできましたが、現状では森林の現況把握に必要な森林モニタリング体

制の不足等の原因により適切な森林資源管理を実施できていません。 

 

こうした中、ボツワナ共和政府並びに行政機関の森林資源マネジメント能力強化を目的とし

た本案件がボツワナ共和国政府から正式に要請されました。 

 

これを受けて、独立行政法人国際協力機構は協力内容の協議のために国際協力専門員宮薗浩

樹を総括とし、2012 年 3 月と 6 月に 2 度にわたり詳細計画策定調査団を派遣し、2012 年 7 月

11 日に協議議事録（Minutes of Meetings：M/M）を署名しました。その後、追加的協議を経て、

2012 年 11 月 28 日にプロジェクト基本合意文書（Record of Discussion：R/D）が署名され、正式

にプロジェクトが開始されることが決定しました。 

 

本報告書は 2 度の詳細計画策定調査団の調査結果を取りまとめたものであり、今後のプロジ

ェクト検討にあたって広く活用されることを願うものであります。また、ここに調査にあたら

れた団員各氏、ご協力いただいた両国関係者の皆様に、心から感謝の意を表します。 

 

平成 25 年 11 月 

 

独立行政法人国際協力機構 

地球環境部長 不破 雅実 

 

                                                  
1 Global Forest Resources Assessments（FRA） 
 http://www.fao.org/forestry/fra/fra2010/en/ 
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M/M Minutes of Meetings  協議議事録 
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光学センサー、広域の森林資源調査が可

能） 
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事業事前評価表 

（開発計画調査型技術協力） 
 

作成日：平成 24 年 9 月 5 日 

担当部署：地球環境部森林・自然環境保全第 2 課 

１．案件名  

国名：ボツワナ共和国 

案件名：国家森林モニタリングシステム強化プロジェクト 

The Project for Enhancing National Forest Monitoring System for the Promotion of Sustainable Natural 

Resource Management 

 

２．協力概要 

（１）事業の目的  

本プロジェクトは、ボツワナ共和国（以下、「ボツワナ」と記す）の国家森林モニタリングシス

テム2を構築し、システムの運用計画を策定することと、それに関するボツワナ政府職員の能力を強

化することを目的とする。具体的には、①衛星画像を活用したボツワナ全土の森林分布図の作成、

②森林インベントリーの地上調査の方法論の確立、③森林地理情報システム（GIS）3データベース

の構築、④①から③の結果に基づく、国家森林モニタリング計画の策定である。 

プロジェクト終了後は、ボツワナ政府は策定された国家森林モニタリング計画に基づき、適切に

森林資源をモニタリングする。さらに、森林モニタリングにより得られた情報に基づき、ボツワナ

全土で持続的な森林管理を実施し、野生生物管理や気候変動対策の一環としての排出ガスインベン

トリーの整備等に活用することが期待される。加えて将来的には、構築したシステムを活用し開発

途上国における森林減少・劣化等に由来する排出の削減等（REDD+）4が促進されることが期待で

きる。 

 

（２）調査期間 2013 年 2 月から 2016 年 1 月（計 36 カ月） 

 

（３）総調査費用 3.0 億円 

 

（４）協力相手先機関  

環境・野生動物・観光省森林局（Department of Forestry and Range Resources, Ministry of 

Environment, Wildlife and Tourism; DFRR, MEWT） 

 

                                                  
2国家森林モニタリングシステムとは、衛星画像解析の結果から森林分布図を作成し、森林インベントリー調査によって得られた

データを基にGIS によるデータベースを構築して森林面積等を管理する一連のシステムである。 
3 GIS（Geographic Information System）とは地理的位置を手掛かりに、位置情報を含む様々な不可情報を有した空間データをコン

ピューター上で総合的に管理・加工し、表示・検索することを可能としたシステムのことである。GIS により防災・環境・イン

フラ整備等の各種分野において高度な分析や迅速な判断が可能となる。 
4 REDD+（レッドプラス）とは、国連気候変動枠組条約締結国が議論している地球温暖化対策のためのスキームであり、森林減

少・劣化に由来する温室効果ガスの排出削減、森林保護や持続的森林管理による温室効果ガスの吸収について、経済的利益の付

与により促進しようとする取り組みである。 



ii 
 

（５）計画の対象（対象分野、対象規模等）  

対象分野：森林管理 

対象地域：ボツワナ全土の森林 

 

３．協力の必要性・位置づけ 

（１）現状及び問題点  

ボツワナでは、58万2,000km2（日本の約1.5倍）の国土のうち、乾燥落葉樹等の森林は11万3,000km2

を占める（FAO, 2010）5。また、世界的に著名なオカバンゴ湿地帯6やチョベ国立公園7等、多様な生

態系を有し、多数の希少種の生息域となっている。また、カゴの原材料として広く利用されている

ヤシ科植物や、衣服の原料となるモパネ、ミオンボ等のマメ科植物、タンパク源として利用される

モパネワーム等の有用生物資源は、地域住民の貴重な収入源となっている。 

ボツワナでは外貨収入の約 7 割をダイヤモンドに依存するなど鉱物資源依存型の産業構造となっ

ており、国家マニフェストであるVision 2016 のなかで産業の多角化が優先課題となっている。  

こうしたなか、Vision 2016 において産業の多角化の一環としてボツワナでは観光分野を重点セク

ターとしており、特にボツワナの貴重な観光資源である国立公園等におけるネイチャーツーリズム

の育成・促進が重視されているところ、野生動物や天然資源の適切な管理の必要性が高まっている
8。また、気候変動枠組み条約（UNFCCC）第 4 条及び第 12 条に基づき、途上国も含めた全締約国

に温室効果ガスの排出・吸収に関する国別インベントリーの開発・定期的更新と公開が求められて

おり、温室効果ガス排出への影響が大きい森林資源のモニタリング並びに保全の重要性が増してい

る。 

しかしながら、住民のタバコの投棄、火入れ、放火等に起因する森林火災や、薪炭材の採取、牧

草地としての利用の拡大、増加する野生動物による食害、倒木等により9、1990年から2010年にかけ

て森林面積が17.3%減少した（FAO201010）。森林保護区に関しても明確な境界やゾーニングが施さ

れていないことから森林資源の減少が進んでいる。これらの結果、森林の草地化等の問題が顕在化

しており、地域経済、生態系や気候変動対策への負の影響が危惧されている。 

これらの問題に対処するため、ボツワナ政府は自然資源管理を政策の重点分野として掲げ適切な

管理に向けて取り組んできた8。しかしながら、現状では防火帯の設置等の森林火災対策や、地域社

会における住民参加型森林資源管理が適切に実施できていない。これらの原因として（1）森林の

現況把握が適切になされていないこと、（2）森林火災の予防・消火、住民参加型森林資源管理等に

係る人員・技術が不足している点が挙げられる7。このなかで、各種活動の基礎となる森林の現況把

握に必要な森林モニタリング体制整備の優先度が特に高く、適切な精度・縮尺の全国規模の森林分

布図の作成、並びに国家森林インベントリーの整備が課題となっている7。 

                                                  
5 Global Forest Resources Assessments （FRA） 
 http://www.fao.org/forestry/fra/fra2010/en/ 
6ボツワナ北部・カラハリ砂漠内に局在する、面積 25,000km2に及ぶ世界 大の内陸デルタ。1996 年にラムサール条約に登録され

た。 
7ボツワナ北部のアフリカを代表する国立公園の1つ。チョベ川流域に生息するゾウの頭数は世界一多いと言われ、約12万頭に及

ぶことが知られている。 
8ボツワナの観光業に係る政策であるVision for 2020 of Botswana Tourism（1990）においても、生物資源を利活用した持続可能な観

光業の展開の重要性とそのための戦略について整理されている。 
9出展：アジア・アフリカ地域生物多様性保全分野基礎情報収集・確認調査, 2010, JICA 
10出展: GLOBAL FOREST RESOURCES ASSESSMENT 2010, FAO 
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こうしたなか、米国国際開発庁（USAID）や世界銀行（WB)が住民参加型の森林資源管理関連プ

ロジェクトを実施するなど、ドナーによる協力が実施されてきた。しかし、全国レベルの森林資源

に係る情報整備の協力は行われていない。 

 

（２）相手国政府の国家政策上の位置づけ 

ボツワナは、独立 50 年後の国家将来像を描いた Vision 2016 を 1997 年に策定した。また、1966

年の独立以来、ボツワナ政府は国家開発の指針として「国家開発計画（NDP）」を策定しており、

2009 年策定の「第 10 次国家開発計画（NDP10）」（2009 年 4 月 1 日～2016 年 3 月 31 日）を通じて

Vision 2016 を達成するとしている。 

NDP10 Section 5、Chapter11「持続可能な環境」のなかで、「Vision 2016の柱となっている裕福で生

産的かつ革新的な国家は、持続的な天然資源管理から起因するものである」と記されており、天然

資源の利用と地球温暖化が環境に脅威を与えているなか、天然資源、生物多様性及びエコシステム

の注意深い管理が必要であるとしている。そのうえで環境分野における6項目の戦略の1つとして

「森林資源管理における政策決定に資する森林資源インベントリーの整備」を掲げている。 

また、ボツワナは 1990 年以降、「ボツワナ国家保全戦略」「生物多様性国家戦略」「ボツワナ生物

多様性戦略行動計画」を策定し、自然資源の保全と持続的開発、住民参加型の森林資源管理に取り

組んでおり、本プロジェクトはこうしたボツワナの戦略に貢献し得る。 

加えてボツワナは Vision 2016 の持続的成長と経済の多角化を掲げるなかで観光業の振興を目指

している。本プロジェクトで整備する国家森林モニタリングシステムは MEWT 野生動物・国立公

園局やBirdlife Botswana11などとの連携を通じて野生動物管理にも活用し得ると考えられ、ボツワナ

の貴重な観光資源である野生動物の持続的な管理に貢献するものである。 

以上の点で本プロジェクトは、ボツワナの上位計画との整合性があるといえる。 

 

（３）他国機関の関連事業との整合性 

本プロジェクトは、関連機関・ドナーとの相互補完関係・連携のもと実施することにより、南部

アフリカ及び森林セクターでの幅広い効果が期待できる。特に、以下の点で連携可能性がある。 

ドイツ国際協力公社（GIZ」）の支援により、地域経済コミュニティの 1 つである Southern African 

Development Community（SADC）12地域内の 4 カ国（ボツワナ、モザンビーク、マラウイ及びザン

ビア）で、REDD+のための統合計測・報告・検証（MRV）13システムの開発を目的としたプロジェ

クトが 2011 年 10 月から 2015 年 2 月にかけて 336 万 5,000 ユーロの予算で14実施される。プロジェ

クトの目的は、 

 

1．気候変動に関する政府間パネル（IPCC）ガイドラインに沿って森林地域の開発、炭素固定量

及び森林減少と劣化からのCO2排出量を測定する。 

                                                  
11 Birdlife Botsawana とは鳥類の保護を目的とする国際環境NGO、バードライフ・インターナショナルのボツワナにおけるパート

ナー機関であり、鳥類調査・モニタリング、環境教育、出版等を実施している。 
12 SADC のメンバー国は、アンゴラ、ボツワナ、コンゴ民主共和国、レソト、マダガスカル（2012 年 9 月現在資格停止中）、マ

ラウイ、モーリシャス、モザンビーク、ナミビア、セーシェル、南アフリカ、スワジランド、タンザニア、ザンビア及びジンバ

ブエの 15 カ国である。 
13 MRV（Measurement, Reporting and Verification）とは、REDD プラスの活動実施状況を測定（Measurement）し、国際的に報告

（Reporting）し、その成果を検証（Verification）することで各国のGHG 排出削減・吸収促進行動の透明性・正確性を担保する仕

組みである。 
14出典：Brief project description, Development of integrated MRV systems for REDD+ in the SADC region,GIZ 
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2．MRV の人材育成 

3．MRV の為の地域管理システムの開発 

4．REDD+モニタリングの為の SADC 地域のスタンダードの支援と開発 

 

の 4 点である。このうち人材育成に関しては、パイロット国内の研修と域内広域研修を実施する

予定となっている。同プロジェクトではボツワナのバイキエア15林等に蓄積された炭素量の推定を

目指している。こうした炭素量の推定技術は本プロジェクトが整備する森林モニタリングシステム

と補完しうることから、継続的な情報交換及び連携が期待される。 

USAID の Southern Africa Regional Environmental Program（SAREP）は、オカバンゴ及びその流域

で、流域の環境保全、経済・環境の持続的開発、貧困削減及び水資源への公平なアクセス等を実現

することを目的として、ボツワナ、ナミビア及びアンゴラの 3 カ国にわたり実施中のプロジェクト

である。同プロジェクトでは、住民参加型森林資源管理を実施するにあたり対象地域周辺の地理情

報が不可欠であるため、本プロジェクトにおいて開発する森林分布図の活用を期待している。 

また、USAID が環境スワップ事業の 1 つとして支援している基金である Forest Conservation 

Botswana（FCB）は、ボツワナの地域コミュニティ内の組織である住民組織（CBO）、トラスト、大

学が実施する天然資源の持続的利用を通じた生計向上活動等に対して資金を拠出している。こうし

た資金拠出の成果を測定するためのコミュニティ活動のモニタリングに際し、森林分布図等の地理

情報がないことから正確な活動成果の評価が困難となっている。このことから本プロジェクトが整

備する森林分布図に対する FCB の期待は高い。 

また、現在 SADC/欧州連合（EU）がボツワナ森林局をカウンターパート（C/P）として実施中の

持続的開発のためのアフリカ環境モニタリング（AMESD）16プロジェクトでは、可視・赤外センサ

ーを有する MODIS17の衛星画像を用い毎日複数回にわたり森林火災の発生状況を監視する体制整

備に取り組んでいる。また、国際協力機構（JICA）もボツワナを含む南部アフリカにおいて森林火

災対策に関する広域協力の実施を別途計画している。 

 こうしたプロジェクトにおいて、森林火災の発生地の特定するため、また森林火災発生時に延焼

を防止する防火帯の設置位置の確定のための高精度な森林分布図が必要であり、本プロジェクトと

の連携が期待される。 

  

（４）わが国援助政策との関連、JICA 国別事業実施計画上の位置づけ  

第 4 回アフリカ開発会議（TICAD IV）で環境・気候変動問題への対処が重点事項として挙げられ

ている。近年わが国はTICAD IV の枠組みに基づき森林モニタリング体制整備に資する技術協力プ

ロジェクトの形成を推進しており、本プロジェクトの実施は 2013 年度に開催されるTICAD V にお

けるわが国のコミットメントにも貢献し得る。本プロジェクトは、特に中央・南部アフリカで同時

期に進められている複数のプロジェクト形成の一環として位置づけられるものであり、わが国の援

助戦略と明確に合致している。 

                                                  
15ジャケツイバラ科の属の 1 つ。アンゴラ、ボツワナ、ナミビア、ザンビア等の南部アフリカに分布する。 
16 African Monitoring of the Environment for Sustainable Development（AMESD）では、加盟各国に対して、1）森林火災、2）農業生

産状況、3）干魃に関するリモートセンシング情報サービスの提供と、それに伴う人材育成を実施している。プロジェクト実施期

間は 2010 年 5 月から 2013 年 5 月である。 
17 NASA が開発した中分解能撮像分光放射計（Moderate Resolution Imaging Spectroradiometer：MODIS）。雲、エアロゾル、土地被

覆、火災の検出等を目的として開発された。 
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一方、南アフリカのダーバンで開催された第 17 回UNFCCC 締約国会議（COP17）日本政府主催

サイドイベントにおいて、わが国は「アフリカ・グリーン成長戦略－低炭素成長と気候変動に強靭

な開発に向けて」の骨子案を発表している。また、国連持続可能な開発会議（リオ+20）において

も、「緑の未来」イニシアティブを実行していくことを掲げている。本プロジェクトはこうしたわ

が国のコミットメントの達成に貢献するものである。 

また、2011 年策定の対ボツワナ事業展開計画において成長の加速化並びに格差是正・持続的ロー

カルコミュニティの確立が開発課題として掲げられている。本プロジェクトは森林資源管理や野生

動物管理、エコツーリズム等の基盤となる情報インフラストラクチャーの整備を通じ、成長の加速

化に貢献するものである。加えて本プロジェクトで整備される森林分布図等が FCB による住民参加

型森林資源管理プロジェクト等で活用されることにより、貧困地域の生計向上・持続的開発を促進

し得るものである。 

 

４．協力の枠組み 

（１）調査項目  

ア. 全土の森林分布図（森林基盤図）の作成 

（ア）DFRR 職員に対するリモートセンシングの利用のための基礎的研修計画を策定する。 

（イ）（ア）に基づきDFRR 職員に対して研修を実施する。 

（ウ）森林分布図の作成に活用する衛星画像の仕様を決定し、必要な衛星画像データを入手する。

（エ）森林タイプ区分を検討する。 

（オ）衛星画像の予備判読を行う。 

（カ）予備判読結果を現地で確認する。 

（キ）予備判読・地上調査の結果を踏まえ、衛星画像の 2 次判読を行う。 

（ク）2 次判読結果を現地で確認する。 

（ケ）（オ）から（ク）の結果を踏まえ、森林タイプ区分を 終化する。 

（コ） 終化した森林タイプ区分に従い、基準となる全国規模の森林分布図を作成する。 

（サ）上記のプロセスをまとめたマニュアルを作成する。 

イ. 国家森林インベントリーの方法論の確立 

（ア）過去の森林インベントリー調査の手法と結果をレビューする。 

（イ）森林インベントリー調査の手法と手順の改善案を検討する。 

（ウ）パイロットエリアを選定し、策定した手順に基づきインベントリー調査を行う。 

（エ）（ウ）の調査の結果を整理する。 

（オ）策定した森林インベントリー調査の方法・手順を見直し、 終化する。 

（カ）森林インベントリー調査に係るマニュアルを作成する。 

ウ. 森林GIS データベースの整備 

（ア）DFRR 職員に対するリモートセンシングの利用のための基礎的研修計画を策定する。 

（イ）（ア）に基づきDFRR 職員に対して研修を実施する。 

（ウ）森林GIS のDFRR 本局並びに地方事務所における活用方法を検討する。 

（エ）ボツワナにおける既存の空間データを調査・収集し、森林GIS に格納する。 

（オ）森林分布図並びに国家森林インベントリーのデータセットを森林GIS に格納する。 
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（カ）パイロットエリアにおいて森林GIS をデモンストレートする。 

（キ）森林GIS の機能を検証し、必要に応じて修正して完成させる。 

（ク）森林GIS に関するマニュアルを作成する。 

エ. 国家森林モニタリング計画の策定 

（ア）国家森林モニタリングシステムの設計・活用方針を検討する。 

（イ）設計・活用方針に基づき、国家森林モニタリング計画を策定する。 

（ウ）国家森林モニタリングシステムの活用者を集めたワークショップを開催する。 

 

（２）アウトプット（成果）  

ア. 全土の森林分布図（森林基盤図）が作成される。 

イ. 国家森林インベントリーの方法論が確立される。 

ウ. 森林GIS データベースが森林局に整備される。 

エ. 国家森林モニタリング計画が策定される。 

 

（３）インプット（投入）：以下の投入による調査の実施  

ア. コンサルタント（分野／人数） 

（ア）総括 

（イ）リモートセンシング 

（ウ）森林GIS/データベース 

（エ）森林インベントリー 

（オ）業務調整 

（カ）その他短期専門家（森林経済等） 

 

イ. その他 研修員受入れ 

本邦研修 2 名～3 名程度 

 

５．協力終了後に達成が期待される目標 

（１）提案計画の活用目標  

国家森林モニタリングシステムを活用してDFRR職員により定期的に森林モニタリングが実施さ

れ、森林の現況が的確に更新される。 

 

（２）活用による達成目標  

国家森林モニタリングにより得られた情報が、MEWT 野生動物・国立公園局を含む関連政府機関、

地域住民を含む利害関係者間で共有及び活用され、持続的な森林管理が促進される。 

 

６．外部要因 

（１） 事業実施のための前提  

・プロジェクトのための人員の配置 

 森林局本局内の人員数は限定的であり 1 人ずつの通常業務量も多い。特にGIS/リモートセンシ
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ング分野については担当部署の人員不足が懸念される。こうしたなか、各専門家に 低限 1 人の

C/P を配置し、GIS/リモートセンシング分野については森林局内の GIS ユーザー・リモートセン

シング技術を有した職員がチームを組んでプロジェクトを実施する。 

 

・プロジェクト予算の配賦 

プロジェクト実施に当たり、2013 年 4 月より始まるボツワナの次期会計年度予算からプロジェ

クト活動に必要な事務所管理費、DFRR 職員の出張旅費等の予算が確保される必要がある。 

 なお、必要経費を積算し C/P に提示しており、討議議事録（R/D）締結段階において再度確認

する。 

 

（２）関連プロジェクトの遅れ 

 本プロジェクトの進捗に影響を与えるボツワナ内で実施中の関連プロジェクトは特に想定され

ていない。 

 

７．貧困・ジェンダー・環境等への配慮 

（１） 貧困・ジェンダーへの配慮 

ボツワナでは家庭外で就労する女性の割合が増加しており、非農業セクターの就労人口のうち女

性は 49％を占める18。本プロジェクトにおいて、各種研修、グランドトゥルース調査、森林インベ

ントリー調査、GIS データベースの構築を実施する予定になっているところ、ジェンダーに配慮し

た人員選定がなされることが期待される。加えて本プロジェクトの成果が地域住民の持続的森林資

源利用を通じた生計向上に資するよう、成果の活用が図られることが期待される。 

 

（２） 環境社会配慮 

 本プロジェクトは環境カテゴリC であり、環境に対する負の影響は特に予想されない 

８．過去の類似案件からの教訓の活用 

インドネシア「衛星情報を活用した森林資源管理支援プロジェクト」（2008 年～2011 年）では、Palsar

画像の判読から林業省が森林被覆図を更新する業務を支援する活動、Palsar 画像判読マニュアルの作

成、衛星画像判読のための研修の実施等を行った。本プロジェクトでは、Landsat 画像を使用するが、

マニュアル作成のポイント、研修でのリモートセンシングに関する基礎的な理論、森林タイプ区分設

定の考え方等については活用し得る。 

さらに、インドネシア「炭素固定森林経営実証調査プロジェクト」（2001 年～2006 年）では、森林

のバイオマス量の測定及び破壊調査を実施し、データベースを作成しており、その手法は、本プロジ

ェクトにも活用可能である。 

 また、上述のとおり、本プロジェクトはTICAD IV の枠組みの中で中央・南部アフリカの森林案件

形成を促進する一環として形成されたものである。こうした一連のプロジェクトの中で、先行するコ

ンゴ民主共和国「持続可能な森林経営及びREDD プラス促進のための国家森林モニタリングシステム

強化プロジェクト」やガボン共和国「持続的森林経営に資する国家森林資源インベントリーシステム

強化プロジェクト」は、衛星画像の判読による森林分布図（森林基盤図）の作成、森林資源インベン

                                                  
18 2011 ARTICLE IV CONSULTATION, IMF 
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トリー調査及びGIS データベースの構築等、同様の協力内容を含んでいる。これらプロジェクトは開

始直後であり多くの教訓は得られていないが、気候変動対策にかかる調整機関を合同調整委員会

（JCC)のメンバーとしてプロジェクトの枠組みに取り組み、気候変動対策におけるプロジェクト成果

の位置づけの明確化を図っている。本プロジェクトにおいても気候変動対策関連機関との意見交換の

機会等を設け、将来的なREDD+整備・推進への貢献に留意することが望まれる。 

 

９．今後の評価計画 

（１）事後評価に用いる指標  

ア. 活用の進捗度 

（ア）国家森林モニタリング計画に基づき、森林インベントリーや森林分布図が継続的に更新さ

れる。 

 

イ. 活用による達成目標の指標 

（ア）森林モニタリングのデータに基づき、国家の森林管理計画が策定・改定される。 

（イ）DFRR 地方事務所においてモニタリングデータに基づき森林管理が実施される。 

（ウ）コミュニティの森林資源利用においてモニタリングデータが活用される。 

 

（２）上記、ア.及びイ.を評価する方法及び時期  

 プロジェクト終了 3 年後に事後評価を実施する。必要に応じてフォローアップ調査を行う。 

 

 

 

 



 

第１章 詳細計画策定調査の概要 

１－１ プロジェクトの背景 

１－１－１ プロジェクトの背景 

ボツワナ共和国（以下、「ボツワナ」と記す）では、58万2,000km2（日本の約1.5倍）の国土

のうち、乾燥落葉樹等の森林は11万3,000km2を占める（FAO, 2010）。また、世界的に著名なオ

カバンゴ湿地帯19やチョベ国立公園20等、多様な生態系を有し、多数の希少種の生息域となって

いる。また、カゴの原材料として広く利用されているヤシ科植物や、衣服の原料となるモパネ、

ミオンボなどのマメ科植物、タンパク源として利用されるモパネワームなどの有用生物資源は、

地域住民の貴重な収入源となっている。 

ボツワナでは外貨収入の約7割をダイヤモンドに依存するなど鉱物資源依存型の産業構造と

なっており、国家マニフェストであるVision2016のなかで産業の多角化が優先課題となってい

る。こうしたなか、Vision2016において産業の多角化の一環としてボツワナでは観光分野を重

点セクターとしており、特にボツワナの貴重な観光資源である国立公園などにおけるネイチャ

ーツーリズムの育成・促進が重視され、野生動物や自然資源の適切な管理の必要性が高まって

いる21。また、気候変動枠組み条約（United Nations Framework Convention on Climate Change：

UNFCCC）第4条及び第12条に基づき、開発途上国も含めた全締約国に温室効果ガスの排出・

吸収に関する国別インベントリーの開発・定期的更新と公開が求められており、温室効果ガス

排出への影響が大きい森林資源のモニタリング並びに保全の重要性が増している。 

 しかしながら、住民のタバコの投棄・火入れ・放火等に起因する森林火災や、薪炭材の採取、

牧草地としての利用の拡大、増加する野生動物による食害・倒木等により22、1990 年から 2010

年にかけて森林面積が 17.3%減少した（FAO, 201023）。森林保護区に関しても明確な境界やゾー

ニングが施されていないことから森林資源の減少が進んでいる。これらの結果、森林の草地化

等の問題が顕在化しており、地域経済、生態系や気候変動対策への負の影響が危惧されている。 

これに対処するため、ボツワナ政府は自然資源管理を政策の重点分野として掲げ適切な管理

に向けて取り組んできた5。しかしながら、現状では防火帯の設置等の森林火災対策や、地域社

会における住民参加型森林資源管理が適切に実施できていない。これらの原因として（1）森

林の現況把握が適切になされていないこと、（2）森林火災の予防・消火、住民参加型森林資源

管理等に係る人員・技術が不足している点が挙げられる。このなかで、各種活動の基礎となる

森林の現況把握に必要な森林モニタリング体制整備の優先度が特に高く、適切な精度・縮尺の

全国規模の森林分布図の作成、並びに国家森林インベントリーの整備が課題となっている4。 

こうしたなか、米国国際開発庁（United States Agency for International Development：USAID）

や世界銀行（World Bank：WB)が住民参加型の森林資源管理関連プロジェクトを実施するなど、

ドナーによる協力が実施されてきた。しかし、全国レベルの森林資源に係る情報整備の協力は

                                                  
19ボツワナ北部・カラハリ砂漠内に局在する、面積25,000km2に及ぶ世界 大の内陸デルタ。1996年にラムサール条約に登録され

た。 
20ボツワナ北部のアフリカを代表する国立公園の 1 つ。チョベ川流域に生息するゾウの頭数は世界一多いと言われ、約 12 万頭に

及ぶことが知られている。 
21ボツワナの観光業に係る政策であるVision for 2020 of Botswana Tourism（1990）においても、生物資源を利活用した持続可能な観

光業の展開の重要性とそのための戦略について整理されている。 
22出展：アジア・アフリカ地域生物多様性保全分野基礎情報収集・確認調査, JICA 
23出展: GLOBAL FOREST RESOURCES ASSESSMENT 2010, FAO 
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行われていない。 

このような背景のもと、ボツワナ政府は、環境・野生動物・観光省（Ministry of Environment, 

Wildlife and Tourism：MEWT）森林局（Department of Forest and Range Resource：DFRR）をカウ

ンターパート（Counterpart：C/P）とし、森林局の能力強化、すなわちボツワナ全土の森林資源

管理計画策定に資する地理情報調査能力、森林資源管理計画策定能力、森林減少が確認されて

いるパイロットサイトにおける住民参加型森林資源管理計画の作成及び実践に係る能力の強

化を目的として、わが国に対し本件開発調査型技術協力プロジェクト「森林資源マネジメント

計画策定プロジェクト」（調査を経て「国家森林モニタリングシステム強化プロジェクト」に

改名、以下「プロジェクト」と記す）を要請した。 

 

１－１－２ 要請内容 

要請書及び要望調査票の概要は表１のとおりである。なお、要望調査票は、C/P により提出

された要請書を踏まえ、開発調査型技術協力案件として妥当と考える協力期間に修正したもの

である。 

 

表１ C/Pから提出された要請書の内容 

＜項目＞ 要請内容 

案件名 （英）Forest Resource Management based on sharing with Community and Wild Life 

（和）森林資源マネジメント計画策定プロジェクト 

実施機関 環境・野生動物・観光省 森林局 

対象地域 ボツワナ国全土／パイロットサイト 

 要請書 要望調査票 

実施期間／

規模 

2011 年 4 月～2016 年 3 月（5 年間） 

／USD3.13Million 

2011 年 6 月～2013 年 8 月（2 年間） 

／約 2 億円 

上位目標   政府・地域コミュニティ・その他組織

の協力による持続的な森林資源管理

システムが成立・維持される。 

プロジェク

ト目標 

（中期的目標） 

 森林局職員により、森林インベントリ

ー調査が実施され、森林管理計画が作

成される。 
 持続的な森林管理が実践される。 

 森林資源の持続的利用により、地域コ

ミュニティの経済状況が改善される。

 野生生物・生態系・生物多様性が保

護・保全される。 

 人材が育成される。 

・ボツワナ森林局の森林保全計画策定能

力並びに実施能力が強化される。 

成果 （短期的目標） 

 衛星画像を利用し土地利用と森林タ

成果 1：国際的基準に合致する国家森林

インベントリーのデータが環
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イプが分析される。 

 モデルエリアを選定・調査し、プロジ

ェクト計画が立案される。 

 計画に基づき、モデルエリア内のコミ

ュニティ・地域住民参加型のパイロッ

トプロジェクトが実施される。 

 定期的森林インベントリー調査実施

のために森林局職員の能力が強化さ

れる。 

境・野生動物・観光省により得

られる。 

成果 2：インベントリー調査による適切

なデータ分析に基づき、森林マ

ネジメント計画が策定される。

成果 3：定期的な森林インベントリー調

査並びに計画の実施に係る森

林局職員の能力が改善される。

成果 4：パイロットプロジェクトを通

じ、コミュニティや森林局が住

民参加型自然資源マネジメン

トの手法を獲得する。 

活動 森林分布図の精緻化： 

 適切な衛星画像が得られる。 

 衛星画像を検証するための地上調査

が実施される。 

 森 林 分 布 図 が 精 緻 化 さ れ る

（1:100,000）。 

 森林分布図の作成に係る職員の能力

向上が図られる。 

モデルエリアでの活動： 

 森林分布図に基づき、 適なモデル地

区を選定する。 

 モデル地区の航空画像調査、地上調査

を通じ、森林構造、林分構造、生態系、

森林資源量、植生、土壌、天然更新に

係る調査が実施される。 

 象マネジメント計画、野生生物調査レ

ポートがレビューされ、野生生物調査

が実施される。 

 伝統的コミュニティの意思決定、村内

規律、村グループ等の調査、土地利用

の権利やコミュニティにおける経済

活動（世帯、収入・支出、共同作業）

に係る調査等の社会経済状況の調査

が実施される。 

 コミュニティにおける薪炭材の利用

状況、森林火災防止への取り組みに係

る調査が実施される。 

 森林保全に係る女性参加状況に係る

 リモートセンシング技術を活用し森

林分布図が精緻化される。 

 森林インベントリー調査が実施され

る。 

 野生生物調査が実施される。 

 社会経済状況の調査が実施される。 

 森林管理計画並びにガイドラインが

策定される。 

 森林保全のための地理情報システム

（GIS）技術・データが整備される。

 モデルコミュニティーにおいて、住民

組織化のためのワークショップを行

い、住民参加型自然資源マネジメント

のパイロットプロジェクトが実施さ

れる。 
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調査が実施される。 

 保護区、材木生産区、薪炭材収集区等

の機能に応じてモデル地区の森林を

ゾーニングする。 

 ゾーンごとの森林資源管理計画を策

定する。 

 森林分布図 

パイロットエリアでの活動： 

 モデルエリアからパイロットサイト

を選定する。 

 パイロットサイトにおいて森林マネ

ジメント計画の問題・目的分析や計画

への住民参加の可否の議論を含んだ

ワークショップを実施する。 

 森林マネジメント計画を実施する。 

投入計画  日本国側投入 

1. 専門家派遣 

2. カウンターパート研修 

3. 資機材の供与 

パソコン、地上調査関連機材、その

他機材 

4. プロジェクト活動に必要な諸経費

負担 

 

相手国側投入 

1. カウンターパート等の配置 

環境・野生動物・観光省森林局の人

材 

2. ローカルコンサルタント 

3. 現地活動費 

 

 

１－２ 詳細計画策定調査の目的 

１－２－１ 詳細計画策定調査 1 の目的 

本調査では、関連情報を収集するとともに、ボツワナ政府からの協力要請の背景、内容、実

施体制等を含む 新の現況を把握し、先方のニーズを明確にした上で、協力計画のスコープ、

実施に当たっての留意事項等を先方政府関係機関と協議することを目的とする。本調査団が果

たす具体的事項は以下のとおりである。 

a）要請関連情報を収集する。 

b）協力計画のスコープの合意：プロジェクトの基本計画、協力のスコープ、実施体制等につ
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いて協議の上、ナレーティブサマリー等に整理し合意する。また、今後議論を深める必要

がある事項を整理し合意する。 

 

１－２－２ 詳細計画策定調査 2 の目的 

要請内容及び詳細計画策定調査 1 の結果を踏まえ、DFRR を含むボツワナ政府関係機関と具

体的な協力内容、プロジェクト実施体制等について協議・合意し、それらの内容を網羅した討

議議事録（Record of Discussion：R/D）案を添付した協議議事録（Minutes of Meeting：M/M）の

署名・交換を行う。 

また、プロジェクト開始後の連携協力の可能性を探るため、ワークショップ等の開催を通じ

て関連国際援助機関、非政府組織（Non-Governmental Organization：NGO）等との意見・情報交

換等を行う。 

 

１－３ 評価調査団の構成 

表２ 詳細計画策定調査1の団員構成 

担当業務 氏名 現所属 

総括/森林インベントリー 宮薗浩樹 JICA 国際協力専門員 

森林資源管理 手島茂晴 役務コンサルタント 

GIS/リモートセンシング 千葉善一 役務コンサルタント 

協力企画 関口卓哉 JICA 地球環境部 森林・自然環境保全第2課 

 

表３ 詳細計画策定調査2の団員構成 

 

１－４ 調査日程 

（1）詳細計画策定調査 1 の日程 

2012 年 3 月 17 日（土）～4 月 6 日（金）（詳細は別紙 1 参照） 

※ただし、総括・協力企画は 3 月 24 日（土）～4 月 6 日（金） 

 

（2）詳細計画策定調査 2 の日程 

2012 年 6 月 27 日（水）～7 月 16 日（月）（詳細は別紙 1 参照） 

※ただし、総括・協力企画は 6 月 30 日～7 月 13 日、森林インベントリー団員は 

6 月 30 日～7 月 8 日 

担当業務 氏名 現所属 

総括 宮薗浩樹 JICA 国際協力専門員 

森林インベントリー 清野嘉之 （独）森林総合研究所 

GIS/リモートセンシング 千葉善一 国際航業（株） 

評価分析 田中里美 （株）シー・ディー・シーインターナショナル 

協力企画 関口卓哉 JICA 地球環境部森林自然環境保全第二課 
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第２章 ボツワナの森林資源管理における課題 

 
２－１ ボツワナの森林資源の現状 

２－１－１ 森林資源の基礎情報 

ボツワナ政府においては、国レベルにおける独自の森林資源調査やモニタリングがこれまで

行われておらず、調査範囲は限られているうえ、その情報の所在が散在している状況である。

国レベル森林の分布情報として、まとまった報告書は FAO が発行する『世界森林資源評価 2010

（Global Forest Resources Assessment 2010：FRA 2010）』に頼らざるを得ない状況である。表４に

FRA2010 で示されるボツワナの森林状況を示す。 

 

表４ ボツワナ森林面積の推移 

 1990 年 2000 年 2005 年 2010 年 

 
面積

（1000ha） 
%

面積

（1000ha）
%

面積

（1000ha）
%

面積

（1000ha） 
%

Forest 13,718 24 12,535 22 11,943 21 11,351 20
Other wooded land 34,791 60 34,791 60 34,791 60 34,791 60
Other land 8,164 14 9,347 16 9,939 17 10,531 18
Inland water bodies 1,500 3 1,500 3 1,500 3 1,500 3
Total  58,173  58,173  58,173  58,173  

出典：FRA 2010 

注：  
Forest  
（森林） 

5m 以上の樹高を持つ樹木の樹冠によって0.5ha 以上の土地の10％以

上が覆われているか、またはその場所においてこの閾値に到達する

ことのできる樹木に覆われている土地。農業利用や都市的利用等の

他の優先的土地利用が存在している土地は「森林」に含まない。 
Other wooded land
（その他樹林） 

5m 以上の樹高を持つ樹木の樹冠によって 0.5ha 以上の土地の 5％か

ら 10％以上が覆われているか、あるいはその場所においてこの閾値

を超えることができる、または、他の低木及び植物と併せて 10%以

上の樹冠被覆率を達成することが見込まれる非「森林」の土地。農

業利用や都市的利用等の他の優先的土地利用が存在している土地は

「森林」に含まない。 

 

FRA2010 によれば、森林率は 20%である。質問票調査や、ヒアリングにおいてはボツワナ独

自の「森林」の定義はないとの回答があったが、2011 年に策定された森林政策のAppendix I と

して glossary が付属しており、その中では、FAO と同様の定義が「森林」に与えられている。

しかし、ボツワナ内では上述の反応が主であり、森林の定義は浸透していない。また、機関、

時期に応じて、さまざまな解釈、分類により土地利用図や植生図等のテーマ図が作成されてい

ると考えられる。 

ボツワナの 上位計画である「第 10 次国家開発計画（National Development Plan 10：NDP10）」

において目標の 1 つとして掲げられる Sustainable Management of the Natural Resources の達成指

標の 1 つとして、% of forest cover を用い、ベースラインを 80%として、NDP10 期間中にこれを、

85%までに引き上げることを目標としている。NDP10 では明記されていないが、FRA2010 での
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「森林」と「その他樹林」を合わせて「森林被覆率」の指標として扱っているものと推測され

る。 

1930 年代から、政府は伐採企業へロイヤリティの支払いを課した上で、保護林（Forest 

Reserve：FR)においての木材伐採を行っており、南アフリカやジンバブエ等の周辺諸国へ原木

輸出を行っていた。ボツワナ政府は、従来、木材資源を 1 つの収入源としてきたが、資源が枯

渇する懸念が出てきたことから、1992 年にすべての用材生産を停止する措置を決定した。現在、

ボツワナの用材需要は、すべて周辺国からの輸入によりまかなわれている24。 

 
２－１－２ 地域住民による森林資源管理状況 

1989 年、USAID によりコミュニティベースの自然資源管理（CommunityBased Natural 

Resources Management：CBNRM）というアプローチが取り入れられ、野生生物の生息環境保全

やツーリズムからの収入を地域住民が管理し、地域住民の手によって地域の自然資源を持続的

に活用する試みが開始された。その後、オランダ開発機構（Stichting Nederlandse 

VrijwilligersNetherlands Development Organization：SNV）や、国際自然保護連合（International Union 

of Conservation of Nature and Natural Resources：IUCN）ボツワナにおいても、同アプローチによ

りプロジェクトが進められてきた。このような 1980 年から 1990 年代の経験を基礎として、ボ

ツワナ政府はCBNRM Policy を 2007 年に策定した。 

CBNRM Policy では、上位目標として、国の自然資源を持続的な活用を通じての生計手段や経

済的インセンティブの多様化を実現し、保全ベースの開発の基礎を形成することとしている。

コミュニティは、地域の土地利用管理計画を策定することにより、15 年の CBNRM リースを、

地域管轄する Land Authority（Land Board 等）から受けることが可能となる。コミュニティは

Royalty をLand Authority へ、及び resource utilisation royalty をMEWT へ支払う義務を生ずる。

代わりにコミュニティは、自然資源から利益を得ることが出来るようになり、Joint Venture 

Agreement を介して、更なる商業利用権を拡大することが可能となる。 

CBNRM では、住民組織（CommunityBased Organisation：CBO）が組織され、CBO が地域コ

ミュニティの代表者として登記され、計画する地域における自然資源管理の中心となる。CBO

は複数のVillage から構成されトラストが形成されているケースが多い。単体である場合は村落

開発委員会（Village Development Committee：VDC）が、CBO として機能するケースもあると

考えられる。この自然資源管理を行うCBO の数は年々増加しており、2001 年には 47 であった

が、The CBNRM Status Report 2006 によれば、2006 年時点で 91 の団体が登録されており、ボツ

ワナ全 10 地区において、150 カ村、13 万 5,000 人（ボツワナ国人口の約 1 割）が参画している

としている。これは、自然資源管理への農村地域住民の強い関心と、このような開発へ対する

機会への期待の表れであるとも考えられる。しかし、同レポートは、これらのうちの限られた

数の CBO（約 35 団体程度）のみが、活発な活動を実施しており、収入を上げていると指摘し

ており、課題も残されている。 

CBNRM の概略としては、まず関係各局（これまではDWNP である場合がほとんどと考えら

れる）が野生生物管理に重要な地域やその生息地として植生の豊かな地域、生物多様性に富む

                                                  
241992年に原木伐採、輸出が禁止される中、1993年には、Norwegian Forestry SocietyがChobe Forest Reserveで実施した森林管理計

画を策定しているが、同計画では、エコツーリズム開発とともに、ゾーニングによりMukwa（Pterocarpus angolensis）等の用材生

産が提案されている。 
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地域等を同定し、各地域の野生生物管理地域（Wildlife Management Area：WMA）、狩猟やフォ

トサファリなど多目的利用に資するコミュニティベースの狩猟地域（Community based Hanting 

Area：CHA）、森林管理計画等の計画を策定する。これを基にして、コミュニティ（地域住民）

に働きかけ、ワークショップを行い、CBNRM の目的とコミュニティの役割、計画、責任分担

等について住民自身が検討を行う。USAID によれば、ワークショップは通常 3 回から 4 回程度

開催される。このプロセスには 3 カ月から 4 カ月かかる。そして、Land Board による承認を経

て土地利用計画が策定されて初めてトラストとして登録される要件を満たすことになり、登録

が行われる。 

詳細計画策定調査では、以下のとおり 3 つのCBO へのインタビューを実施した。 

 

（1） Chobe Enclave Conservation Trust（CECT） 

CECT はボツワナで 初のCBNRM プロジェクトにおいて設立されたCBO であり、Chobe 

District の中心であるKasane に 1993 年に設立され、1994 年に登録された。メンバーは 5 カ村

で構成され、自前の事務所を所有し、他の 2 つの CBO とは比較にならないほど整備されて

いる。理事メンバーは英語によるコミュニケーションが可能であり、組織としての能力も非

常に高いと考えられる。同トラストは（Community Escort Guide 等が主と考えられる） 40 名

のスタッフを雇用しており、規模的にもボツワナ 大のCBO と思われる。 

主な収入源は、共同事業契約による収入であり、Kasane をベースとしたハンティングやサ

ファリツアー会社、ロッジなどとパートナーシップ契約を結んでおり、大きな収入を得てい

るものと思われる。ハンティングには種類毎に頭数の割り当て（quota）が決められており、

例えばゾウは 80 頭が許可されている。 

FR の利用に関しては、年間BWP 2万 2,000のロイヤリティをMEWT（DFRR）とLand Board

に支払っているが、ロイヤリティに見合う収入は得られていない。木材の伐採が禁止されて

おり、主たる収入が FR 内の枯死木、家具材や燃材等の販売益に留まっていることによる。 

 

（2） KAWII Community Development Trust 

Central District のLethakaneから約 60km離れたKhwee 村周辺のコミュニティから構成され

るトラストである。同トラストでは、マルクル（Morukuru: Spirostachys africana）の保全、薬

用植物利用、Game Farm（果樹）等を含む土地利用計画を策定しようとしている。ボツワナ

では、保全地域の境界設定にあたり、通常保全地域周辺にフェンスを張り巡らしているが、

本トラストでもフェンスの設置が計画された。しかし、フェンスを設置した場合、家畜の移

動や放牧に影響が出るために、住民間での合意に達していない。この影響であるかは不明確

であるが、同トラストはLand Boardからの承認を得られておらず、組織としての登録手続き、

計画の実施が遅延している。 

インタビューは、DFRR 職員の通訳を通じて行われ、Board Member の英語力や文書策定能

力が低いことが伺えた。メンバーの数（村の人口）等や、管理予定の面積等の数字は不明で

あり、特記すべき活動は行われておらず、トラストとしての収入もなかった。 

活動資金は乏しいが、DWNP が管理するコミュニティ保全基金（Community Conservation 

Fund：CCF）、USAID の支援で設立されたファンドである Forest Conservation Botswana（FCB）

や、世界自然保護基金（World Wide Fund for Nature：WWF）の財源等を活用して、事業を開
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始したいとしている。 

 

（3）Thotayamarula Community Biodiversity Conservation Trust （MCDT） 

MCDTはKweneng DistrictのCapitalであるMolepolole Villageより約110km北北東に位置す

る Sojwem 村周辺のコミュニティから構成されるトラストである。ヒアリングは、地元DFRR

職員及びDFRR 本省から同行した職員の通訳を通じて行った。 

MCDT がThotayamarula Community Biodiversity Conservation Area（約 200ha）を管理してお

り、森林周辺のLephephe、Leologane、Boatlaname、Shadi Shadi、Sojwe、Kokonje の 6 つのコ

ミュニティから構成されている。設立は 2003年で、各村から 3名の役員を出し、Board Member

を形成している。森林全体を 1 つの単位として、MCDT が一元的な管理をしており、各メン

バーがそれぞれの管理委地域を設けて、分割管理しているのではない。地球環境ファシリテ

ィ（Global Environmental Facility：GEF）の Small Grant Program や FCB のファンドを原資とし

て活動を行っている。しかし、まだ、収入源の創出に至っていない。活動費用の調達が課題

である。FCB 等のファンドを活用する。 

計画として、1）Marula （Sclerocarya birrea）の実の加工、付加価値化、2）苗畑整備・Ornamental 

Tree の販売、3）養蜂、4）レジャー施設整備（保全エリア内での宿泊等）の 4 つの活動を計

画していた。 

理事会を月例で開催しており、3 月 14 日に開催した理事会では、1）については、設置場

所について協議、議論を行い森林から も近く（約 8km）に位置する Shadi Shadi 村に加工施

設設置することを決定した。既にロットの区画に着手しているほか、Marula 加工施設では、

ジャム、ドライフルーツなどへの加工、製品化が予定されている。養蜂については、DFRR
から技術研修を受講済みであるが、養蜂箱を購入する必要がある。 

苗木生産について、植林も予定しているが、ornamental tree の生産と販売が主目的であり、

周辺村落もしくは Molepolole への販売を計画している。苗木生産用の種子は、DFRRDistrict 

Office を通じて無償で調達が可能である。 

防火帯を保全林周辺に整備する必要があるが、これまで、活動資金不足を理由に実施され

ていない。2010 年に野火が発生し、ほぼすべてのエリアが影響を受けた。 

 

２－２ ボツワナ政府による森林資源管理の現状と課題 

２－２－１ 土地制度について 

持続的な森林資源利用の計画やその基礎となる森林資源調査を実施するためには、その土地

の属性を把握しておく必要がある。ボツワナの土地所有形態は、1）State Land、2）Tribal Land、

3）Freehold Land の 3 つに大別される。すべての FR は、State Land に属している。 

土地・住宅省（Ministry of Lands and Housing）がこれらの土地制度を管理・担当しており、こ

の下部組織であるDepartment of Surveys and Mapping が土地登記や測量情報の管理、地形図、航

空写真、衛星画像の管理・更新等の業務を担当している。 
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表５ ボツワナ国における3つの土地所有形態 
種別 国土に占

める割合

（%） 

概要 関連法律 

State Land 23 % 政府により所有され、FR、国立公

園（NP）などに利用される。利用

権を設定し、グループ、個人、地

方自治体等へのリースも可能。FR
はすべて State Land に属するが、

NP はその限りではなく、Tribal 
Land 上に設定されることもある。

State land Act, 
Forest Act, 
Wildlife & National Park 
Act, 

Freehold land 6 % 個人やグループが専有的に使用・

管理可能な土地で、政府の許可な

くとも、所有権を移譲することが

可能である。 
主に、国土の東部・西部・南部の

国境地域における ranche（大牧場

地）が該当する。旧植民地時代に

は、ヨーロッパからの移植者が所

有していた土地であり、現在以上

の土地の拡大は認められていな

い。 

Land Act 

Tribal Land 71 % 地域住民で管理している土地であ

り、売買は不可である。国土の約 7
割を占める。各District もしくは、

Sub-District にLand Board が設置さ

れ、土地に関する権限を有し、土

地、土地利用に関する協議、計画

等を行っている。 
NT内にTribal Landを含有する場合

や、CBO が管理する森林は、Tribal 
Land である場合が多い。 

Tribal Land Act 

出典：調査団質問票DFRR 回答及びヒアリング、2012 年 3 月、及びBotswana National Atlas, 2000, 
Department of Surveys and Mapping 
 
２－２－２ ボツワナにおける自然環境行政区分と管理形態 

ボツワナにおいては、FR のほか、NP や鳥獣保護区（Game Reserve：GR）/Sanctuary、Wildlife 

Management Area などの持続的な自然資源利用、生態系保全、環境保全、または、その教育を

目的としたさまざまな形態の保護地域設立されている。 

管理形態もいくつかあり、FR は、先述のとおりすべてが State Land に属し、DFRR の管轄下

に置かれている。一方で、ボツワナに存在する NP 及び GR については、野生生物国立公園局

が管轄している。NP やGR は、必ずしも State Land とは限らず、正確な数字は、調査出来なか

ったが、大部分はTribal Land に属している。 

このように、FR がDFRR の管轄下にあるのに対し、National Park とGR は、同じ省でも野生

生物国立公園局管轄下にあるほか、NGO を含む民間団体が公園管理を行っているケースもある。

エコツーリズムによる環境教育や、生態系保全、エコツーリズムによる収入からの公園管理・
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運営を行っているケースもある。また、後述のとおり、CBO により保護地域が管理されている

ケースも多い。 

 

表６ ボツワナ国における保護地域とその区分について 

自然環境保全地域名 分類 
（NP, Reserve etc） 

Area 
（km2）

管轄・管理 

Kasane  FR 149.31 DFRR 
Kasane Extension FR 641.11 DFRR 
Chobe  FR 1,545 DFRR 
Maikaelelo  FR 543 DFRR 
Sibuyu  FR 1,161 DFRR 
Kazuma  FR 168 DFRR 
Chobe National Park 10,000 DWNP 
Makgadikgadi National Park 7,300  
Nxai pan  National park  
Mabuasehube  GR 28,000  
Gemsbok（Trans-boundary） National Park   
Khutse  GR 2,600  
Moremi GR 3,800  
Central  Kgalagadi GR 53,000  
Gaborone GR  
Maun  GR 

（Educational park） 
Private 

Manyelnong GR Private 
Mokolodi  GR Private 
Mashatu Nature Reserve Private 
Tuli Block GR Private 
Khama Rhino Sanctuary CBO based 
Nata Bird Sanctuary CBO based 

注：表６は、ボツワナ国内のすべての自然環境保全地域をリストアップしたものではない（特に

民間団体やCBO 管理の保護地域）。空欄は不明もしくはデータなし。 
出典：DFRR からのヒアリング（2012 年 3 月） 
 
２－２－３ 森林資源管理関連の政策・制度 

1. Forest Act（1968 年）及び FR の設立 

1966 年の独立後、1968 年森林法（Forest Act）が施行され、2011 年に森林政策が出来るま

で、植民地時代の法律を引き継ぐ形で施行された森林法がボツワナの森林セクターにおける

唯一の法的枠組みであった。森林行政は、従来農業省管轄下にあったが、2003 年の MEWT

設立時にMEWT に移管されている。 

同法により、FR の設置が規定されており、現在ボツワナには 6 つの FR が存在する。FR

合計面積は、420,742ha（≒福井県面積）であり、国土の 0.8％を占める。すべての FR は、同

国北西部のChobe District 内に位置している。先述のとおり、これら FR はすべて State Land

に属している。 
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表７ ボツワナ国における全FRリスト 

設置年 FR 名 面積（ha）
1968 Kasane FR 75,040
1981 Kasane Extension FR  
1981 Chobe FR 148,500
1981 Maikaelelo FR 54,300
1981 Sibuyu FR 116,100
1981 Kazuma FR 15,600

 合計 420,742

出典：CHOBE FOREST RESERVES REPORT: VOLUME 1, July 1, 2009 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

出典：CHOBE FOREST RESERVES REPORT,DFRR, July 2009 

図１ Chobe DistrictとFR位置図 

 

2. Vision 2016 及びNDP10（2009 年～2016 年） 

（1）Vision 2016 について 

ボツワナは 1966 年の独立以来、国家開発の指針として、NDP を策定し、段階的に実施

するというアプローチを踏襲している。2008 年にボツワナ初代大統領の子息にあたるカー

マ現大統領が就任し、独立 50 周年にあたる 2016 年まで（2009 年 4 月 1 日～2016 年 3 月

31 日）の計画となる NDP10 を同国が 上位計画として策定され、高所得国入りを目指し

た国づくりに取り組んでいる。一方で、国家マニフェストとして、独立 50 年後の国家将来

像を描いたVision 2016が 1997年に策定されており、政府はNDP10を通じて、政府はVision 

2016 を達成するとしている。ボツワナ政府の会計年度は 4 月から 3 月となっており、同計

画は2009年4月から2016年3月までの計画となっている。表８と表９に簡潔にVision 2016

の目標と特に環境についての目標を示す。 

 

Kasane FR & 
Ext. 

Kazuma FR 

Maikaelelo FR 

Chobe FR 

Shibuyu FR 

ChobeNational Park 
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表８ Vision 2016における7つの柱 

An Educated, Informed Nation 教育のある、知識ある国家 

A Prosperous, Productive and Innovative Nation 豊かな、生産性と革新的な国家 

A Compassionate, Just and Caring Nation 思いやり、正義と思いやりのある国家 

A Safe and Secure Nation 安全・安心な国家 

An Open, Democratic and Accountable Nation 開けた、民主的、説明責任のある国家 

A Moral and Tolerant Nation 道徳があり寛容な国家 

A United and Proud Nation  団結し、誇りある国家 

 

表９ Vision 2016における国内総生産（GDP）成長及び環境目標 

テーマ 目標 
持続的な成長

と経済多様化 
 鉱業、農業、工業、製造業、サービス業、観光業等を通じ、その

経済を多様化させる。 
 農業生産性を向上させ、収益性、持続性を高め、経済開発、貧困

削減、食糧安全、生計向上、持続可能な自然資源の活用等への寄

与率をより高める。 
 開発における女性の役割の発展を通じて達成する。 

GDP per Capita  2016 年までに、 1 人当たりGDP をUSD8,500 までに倍増させる。 
 年間経済成長率 8%を達成させる。 
 そのためには、GDP の 41%に相当する、かなりな投資が必要とな

り、政府貯蓄、国民貯蓄や外国資本で賄う。 
環境  2016 年までに、持続可能な経済成長と発展を実現する。 

 再生可能資源をバランスよく活用する。 
 現在及び将来世代にわたる自然資源の公平な分配がキーであり、

コミュニティがその利用、保全に関与し、直接的恩恵を得るもの

とする。 
 環境を破壊することなく、地域住民の基本的ニーズを満たすこと

が、貧困削減につながる。 
 持続的な利益が得られる形で野生生物管理を行う 
 2016 年までに、環境汚染を防止する強力な対策を講じる。 

 

（2）NDP10 の概要及びNDP10 における森林及び森林インベントリーの位置づけ 

上記のとおり、現在ボツワナ政府は国を挙げてVision 2016 の達成へ向けて動いており、

それを具体的するための計画としてNDP10 が位置付けられる。NDP10 では、Vision 2016

と同様に、知識社会の構築、鉱業依存の脱却・産業の多角化促進、公共サービスの向上、

民間セクターの成長促進、情報通信・研究、人的資源開発、公共安全・治安対策、インフ

ラストラクチャー整備及び保全、サービス産業への投資等が重点項目となっている。 

今後に予想されるダイヤモンド産業からの収入減の対策として、ボツワナ政府は、他産

業の成長の必要性を認識しており、民間セクター成長のための支援を促進していく方針で

あるが、他産業の成長をもってしても現在のダイヤモンド産業の代替にはならないと考え

ている。政府支出の減少を余儀なくされるなか、開発戦略の実施が迫られており、厳しい

舵取りが予想される。 

ボツワナ政府は、産業の多様化という視点からも、エコツーリズムなどの成長分野を含
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む環境分野にも力が注がれており、Vision 2016 の 1 つの柱である、”A Prosperous, Productive 

and Innovative Nation”の中において、1 つのGoal として”The sustainable management of natural 

resources”が掲げられている。NDP10 では、これに対応して、"SectionV:Environment, 

Compassionate Just and Caring Nation、Chapter 11 Sustainable Environment"で政府の対応として、

環境分野における NDP10 ゴール戦略として次の 6 つの戦略を通じた目標達成を掲げてい

る。この中で、政策決定や計画策定の基礎となる国の基本的な資源情報を把握することを

目的として、国家レベルでの森林インベントリー実施の必要性が述べられており、ボツワ

ナ政府が、森林インベントリーの実施を非常に重要視していることが分かる。 

1. 開発プロセスにおける環境及び気候変動問題対策のメインストリーム化 

2. 気象観測・予測、データサービスの充実 

3. 廃棄物管理セクターの新戦略の策定、インフラストラクチャー整備 

4. 森林資源管理における政策決定に資する森林資源インベントリーの実施 

5. 野生生物管理の改善。人間と野生動物の軋轢の軽減。 

6. ローカルコミュニティのエンパワメントを通じた自然資源管理。CBNRM の実施 

 

3. 南部アフリカ共同体（SADC） Protocol on Forestry 

ボツワナは、南部アフリカ開発共同体（Southern African Development Community：SADC）

のメンバーであり、SADC はその本部をハボロネに置いている。この SADC からは地域の統

一的な課題に対するさまざまな議定書が発せられているが、森林セクターにおいても同様で、

2002 年 10 月に各メンバー国が Protocol on Forestry に署名している。 

 同議定書は、南部アフリカ地域におけるすべてのタイプの森林及び樹木の開発、保全、持

続的管理と利用、及び林産物貿易に関する統一的な取り決めであり、次の 3 つの目標を掲げ

ている。 

1. すべてのタイプの森林及び樹木の開発、保全、持続的管理及び利用の促進 

2. 貧困削減や収入機会の創出を目的とした域内林産物貿易の促進 

3. 効果的な環境保護と現在及び将来世代のための利益の保全 

以上の目標を達成するために、加盟各国がそれぞれの国において、さまざまな政策、制度

等を取り決めることが求められることになるが、その指針となるのが、この議定書である。   

ボツワナ政府においても、これを受けて、森林政策を打ち出している。 

Article 8 において、国家森林政策・プログラムの立案が求められ、Article 9 においては、予

算や人的資源に応じた形での定期的な国家レベルの森林資源の評価を行うことを締結各国

に求めている。アセスメント（森林資源調査）の方法に関しては、具体的なやり方に関して

規定していないが、関係各国が、統一的な方法を開発することとしている。しかし、現状で

は、各国がそれぞれの予算、人的資源、生態系に応じて実施しているのが実情であると想像

される。 

そ の 他 、 Article10 Regional Database 、 Article 11 Forest-Related Laws 、 Article 12 

Community-Based Forest Management、Article 13 Participation of Women in Forest Management、

Article 14 Transboudary Forests、Article 15 Protection of Forests 他が規定されている。 
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4. Forest Policy 及び Forest Policy における森林インベントリーの位置づけ 

（1）Forest Policy の概要 

ボツワナ政府は、従来森林政策を策定していなかったが、SADC の Protocol on Forestry

からの要求もあり、2011 年に森林政策を策定した。 

同森林政策は、MEWT から出されている。その内容は、森林から野生動物管理、観光セ

クターに至るまでを網羅した統一的なものとなっており、表１０に掲げる 10 原則を掲げ、

推進しようとている。 

 

表１０ Forest Policy10原則 

Forest Policy 10 原則（Principals） 概要 
1 People-centric 人間中心 森林管理の中心に人間を据え、社会経済的、精神

的、開発、文化的、美的な公平な利益を保全する。

2 Sustainable 
development 

持続的開発 森林管理は社会的に受容されるものでなければ

ならず、環境にもよく、経済的にも見合うもので

なければならない。 
3 Polluter-pays/user-pays 汚染者負担/利用者負担 森林破壊の原因を作った者がその修復費用を負

担する。 
4 The custodianship  公共財としての森林管理 公共財として森林を扱い、森林資源の利用は公的

な利益に資するとともに、人々の共同遺産として

保護されなければならない。 
5 Best Practice  よりよい森林管理 森林管理は総合的なものではならず、森林のすべ

ての要素を考慮せねばならず、環境のすべての面

を考慮しないとならない。 
6 Environmental 

governance  
よりよい環境行政 とりわけ、立場の弱い、もしくは不利な人々へ対

しての不当な差別をなくすこと。 
7 Equitable access 公平なアクセス 森林からの資源、利益、産品やサービス等は基本

的ニーズに応えるため、福祉に資するために使用

される。 
8 Indigenous and ordinary 

knowledge 
伝統的知識の活用 政策決定には、認識され得るさまざまな形態の知

識、全関係者の利益、ニーズ、価値観が反映され

なければならない。 
9 Community wellbeing 

and empowerment 
コミュニティ福祉 
／エンパワーメント 

環境教育の推進、知識・経験の共有。 

10 Precautionary approach 予防的アプローチの採用 環境保護の為、環境破壊のおそれのある行為に対

して、科学的な根拠がなくとも、予防的な措置を

講じる。 

出典：Forest Policy 

（2）森林資源管理について 

森林政策 5.1 Forest Resource Management の項においては、ボツワナの森林は、常に増加

する薪炭材需要、建設資材、不十分な保護対策、度重なる干ばつや森林火災、土地利用転

換の圧力の増大にさらされている。また、地球温暖化や気候変動対策としても、炭素蓄積

の能力を維持ないし増強するために、政府は森林を管理する必要があるとしている。 

そこで、同政策 5.1.2 g）においては、ボツワナの生態系の保全と生産性を確保すること

を目的として、「定期的かつ国レベルでの森林資源インベントリーを実施する」ことを戦略
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の 1 つとして掲げている。 

他方、同政策 5.5 Reserch and Development においても、持続的な森林管理の一環としても

森林資源調査（アセスメント）を、定期的なインベントリーとモニタリングにより、定期

的に実施する必要があるとし、これらの成果を政策決定や管理計画の開発、モニタリング

に活用していくとしている。 

 

（3）人材育成の必要性について 

同政策 5.8 においては、Forestry Training and Capacity Building について記載されており、

ボツワナにおいては、林学技術者の数が不十分であり、大きな課題であるとしている。森

林政策の実行のためには、この人材育成が急務であり、大変重要な課題と位置づけ、森林

資源はもとより、自然資源管理においても、専門家レベルの高い技術や新技術導入に関す

るトレーニングを特に必要としている。 

 

（4）現状の課題と今後の動向 

ボツワナにおいては、森林周辺の地域住民のニーズを満たすための重要性はさることな

がら、生物多様性や、野生生物の生息域としての森林資源の価値が重要視され、持続的に

活用しつつ調和の取れた開発を実施する方向にあるといえる。しかしながら、人口増加は

続いており、将来的な薪炭材需要の増加等、森林への圧力はより強まることが予想される。

さらに、ダイヤモンド産業の将来的な不安から産業の多様化を目指している現在、非木材

林産物からの収入や、観光業からの収入は期待され、野生生物の生息域の保護や生物多様

性保全という観点からも、森林の有効利用が今後、重要性を増してくると考えられる。 

しかし、現状として、ボツワナの森林資源が一体、どれくらいポテンシャルを有してい

るのかが不明であり、計画的な利用といっても、どこにどれだけの資源が利用可能かなど

の賦存状況や将来予測についての科学的な根拠、データがなく、手探りでの計画や許認可

の発行、意思決定を余儀なくされている状況は否めない。 

National Forest Policy 策定後の今後の動向としては、現在、森林や自然資源利用を規定す

るForest Act、Agricultural Resources Conservation Act及びHerbage Preservation Act （Prevention 

of Forest Fire）を 1 つのAct としての統合が予定されている。また、森林政策を具体化する

ことを目的として 20 年間を計画期間とする国家森林マスタープランの策定を進めるとし

ている。同マスタープランはNDP の中にも取り込まれる予定である。 

 

２－２－４ 森林資源管理関連部局の現状と課題 

1.  MEWT について 

ボツワナ政府における森林資源管理は、MEWT が担当している。MEWT には図１に示す

通り 7 局から構成され、その中でも、DFRR が林野行政、森林資源管理の中心を担っており、

本件の要請機関となっている。図２にMEWT 組織図を示す。 
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出典：調査団質問票 DFRR 回答より作成、2012 年 3 月 

図２ MEWT組織図 

 
2.  森林局組織と人員 

（1）DFRR 本局（中央） 

DFRR は、保全・管理部、普及部、調査・モニタリング部、管理部の 4 部から構成され

ている。各部の下には課がおかれ、各課には技術者が 1 名から 3 名配置されているのみで

あり、人的資源には非常に限りがある。図３にDFRR 組織図、表１１にDFRR 職員数を示

す。 

Minister 
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National 
Parks 

Director 
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Director 

Meteorologi
cal Services
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Management
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Control 

Director 
Environmental 

Affairs 

Director 

Ministry 
Management 

Performance Improvement 

Botswana Tourism Board 

Private Secretary to the 

Internal Auditor 

Legal Advisor 

Planning, Statistics & Research
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   職業クラス*  

  部・課名称 
Profession

al 
Technical Artisan 

Admini 
-stration 

Industrial 
Class 

合計 

3-1 
Nurseries & Plantation 
Dev. 

1 1       2 

3-2 Social Forestry 1         1 
3-3 Education & Publicity 1       1 2 
4 Admin. 1 - - 17 38 56 
4-0 Head of Admin. 1         1 
4-1 Finance & Accounts           0 
4-2 Human Resource Mgt.           0 
4-3 Office Operations           0 
4-4 Mgt. Inform. Services           0 
 DFRR 合計 19 6 0 17 53 95 
        

*注：Professional：Dr や、MSc 資格者、Technical：大卒相当 
   Artisan：Certificate、専門学校相当 
Administration：行政専門職 
Industrial Class：タイピスト、運転手、掃除人、夜間警備、Field Assistan 等 

※上の表で示しているのは、本省のみの数字であり、地方職員を含まない。DFRR 全体で

は、154 名の技術系職員と 447 名の Industrial class と呼ばれる職員を擁している。 

 出典：DFRR に対するヒアリングに基づき作成（2012 年 3 月） 

 

（2）DFRR 地方局について 

DFRR 地方局についての全国的な配置状況、数字が出てこなかったため、詳細は不明で

あるが、DFRR 全体の技術系職員 154 名のうち、42 名が中央に配属されているため、100

名余の技術系職員が地方に配置されていると考えられる。ボツワナには 10 の District が存

在し、各 District はいくつかの Sub-District から構成されている。DFRR では、基本的に各

District 及び Sub-District に事務所が配置されている。 

このうち、ボツワナのすべての6つのFRを擁するChobe Districtの組織図を図４に示す。

同 district では、総計 47 名の人員を擁している。地方局においては、Administration のセク

ション以外は、中央行政機構にみられるような明確なセクション分けがなされておらず、

各Technical Officer が保全・管理部、調査・モニタリング部、普及部の業務を必要に応じて

分担して行っている。 

DFRR-Chobe District 事務所業務は、域内における Forest Act 他の森林関連法規の実施と

監視、非木材林産物（veld products）の収穫許認可業務、FR 内における荒廃地の修復、草

原資源の評価、District 内の 9 カ村のConservation Committee Meeting の開催等、多岐にわた

っているが、とりわけ も重要な業務が森林火災対策である。 

すべての FR には防火帯が設置されており、総延長 1,476km を毎年整備している。この

うち、FR 外周の 1,138km の防火帯を優先防火帯として位置づけ、整備を公共調達手続き

により民間へ発注し、残りの FR 内を区切る 338km の防火帯についてはDFRR の独自予算

と独自機材により整備している。しかし、このような努力にもかかわらず、Chobe District

によれば、2009 年には 42 万 9,826.85 ha、2010 年には、53 万 4,789.14 ha の面積が火災にあ

った。Kasane にあるChobe District 事務所は、給水車や火はたき（Fire Beater）等の消防機
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材をある程度保有しているが、整備や保管状況はよくなかった上、広大な面積をカバーす

るには十分といえる数量ではないと思われた。 

 

 
注： （）内の数字はスタッフ数 

出典：Chobe District  

図４ DFRR Chobe District局の人員体制 

 

3.  GIS/リモートセンシング 

（1）DFRR 

森林局のGIS／リモートセンシング課は実質 1 名であり、他の課の職員（約 4 名～5 名）

が GIS を使用し、火災管理等のそれぞれの業務を実施している状況である。GIS、リモー

トセンシングのソフトウェアは、ボツワナ政府の自己予算で調達している。現在、GIS を

使用しているユーザは以下のとおりである。 

① GIS／リモートセンシング課 1 名 

② 資源インベントリー課 2 名 

③ 火災管理課   1 名 

④ 土壌保全課   1 名〔ドイツ国際協力公社（GIZ）専門家〕 

森林局内のGIS ユーザは、基本的なレベルはクリアしており、中級レベルであるといえ

る。しかし、GIS ユーザ数は決して多いとは言えない。また、GIS の技術を普及させたい

意思を持っているが、技術を伝達するシステムが整備されていない。リモートセンシング

の経験を有している職員が 1 名在籍しているが、その技術レベルは高くない。同技術も利

用ニーズは高く、技術移転への期待は高い。特に、GIS／リモートセンシング技術を用い

た植生図、森林分布図作成に関心がある。 

GIS、リモートセンシング関連のソフトウェアとしては以下のものを所有している。 

Plant Operators 
（5） 

Forest Guards 
（4） 

Principal Technical 
Assistant （1）

Field Assistants 
（10）

Labourers 
（4）

Senior Typist Assistant Supplies 
Officer 

Store Keeper （5）

Drivers （6）

Cleaners （2）

Night Watchman 
（2） 

Head of Station 
（District Coordinator）

Assistant Head （1） 
（Assistant Scientific Officer）

Administration Officer （1） 

Senior Technical 
Officer （1） 

Technical 
Officer （1）

Technical 
Officer （2）
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① GIS ArcEditor ver.10 1 ライセンス（共有） 

② GIS ArcView ver.10 1 ライセンス（共有） 

③ リモートセンシング ERDAS IMAGINE 1 ライセンス（共有） 

 

（備考）森林局は、ERDAS IMAGINE をArcGIS とセットで購入した。しかし、ESRI 社の

パートナーが EARDAS から ENVI に変更になったため、EARDAS から ENVI にソフトウ

ェアを変更する予定である。また、以下のハードウェアを主に利用している。 

①パソコン（既に職員数分確保されている。） 

②プロッター   1 台（HP Designjet 500、A0 対応） 

③レーザープリンタ  1 台（HP Laserjet 5100 din、A3 対応） 

④インクジェットプリンタ 1 台（白黒、A4、HP Inkject 1200 Series） 

⑤インクジェットプリンタ 1 台（カラー、A3、HP Designjet 9803） 

⑥スキャナ（故障中）  2 台（HP Scanjet 5370c、MECER Scaner 1236P） 

 

保有している機材、ライセンス数は、現在のユーザ数からは若干少ないと思われる。な

お、同局では GIS、リモートセンシング技術を業務に適用させる意思を持っており、ソフ

トウェアのライセンス数は更に必要になると思われる。 

その他の情報として、政府機関のインターネット回線は十分では無いため、衛星画像の

ダウンロードに多くの時間を費やしている。 

 

（2）MEWT 野生動物・国立公園局 

同局が実施しているプロジェクト「Northern Botswana Human Wildlife Coexistence Project」

において、ArcGIS 1 式、GPS のトレーニング、機材調達等が含まれている。  

GPS で動植物等の位置情報を取得し、それをGIS 上で展開することを考えている。しか

し、利用状況としては、初歩的なレベルであり、GIS に必要な基本的な地図情報は、土地・

住宅供給省測量地図局の情報を使用している。現在作成されている各種主題図は、測量地

図局に依頼して、作成したものであり、GIS を積極的に活用している段階ではない。 

 

4.  DFRR における森林インベントリーの体制について 

（1）DFRR における森林インベントリー調査の概要 

森林インベントリー調査を担当する部署は、DFRR 内の調査・モニタリング部である。

これまでの調査は、その必要性に基づいて、いくつかの森林について、これまで限定的に

実施されてきている。調査の度に、アドホックでチームが編成され、担当者がレポートを

執筆している状況であり、森林局としてのインベントリー実施体制、ガイドラインは存在

せず、計画的な調査は行われていない。ニーズがあり、予算と人員が許せば、森林調査を

実施するというスタンスである。 

ただし、FR については、1992 年及び 2004 年の調査データがあり、2009 年にはこれら 2

回に渡る調査データを比較検討した結果が調査報告書として整理されている。過去の調査

では、調査毎に異なった手法を採用しているが、今後は、 新の 2004 年に Chobe で実施

した方法に準拠したいとDFRR 担当者は考えていた。表１２に、各インベントリー調査に
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おける手法の比較を示す。 

 

表１２ 過去の森林インベントリー調査の概要 

 すべての FR Khwee Village Makomoto Mohembo East 
調査実施年 2002 年及び 2004 年 不明 2007 2004 
報告書発行年 2009 年 2010/Dec 2008 2009 
調査対象地面

積（ha） 
全 FR 7,569.82 145, 912 約 7,000 

プロット数 

Kasane（Ext 含む）：56 
Chobe FR：95 
Maikaelelo：30 
Sibuyu：42  
Kazuma： 19 

23 136 227 

調査手法 

- システマティック・サ

ンプリング：間隔不

明。 
- 円 形 プ ロ ッ ト

（R=30m）とその内

側に R=8m プロット

を設定。 
- R=8m プロットにて、

Commercial 種＊の更

新状況調査（樹種&
樹 高 DBH50cm 以

下）。 
- 下層植生（優占種と植

被率）。 

- システマティック・

サンプリング：サン

プリングの間隔は、

調査コンパートメ

ント 1）～4）により

異なる。 
1）0.5km、 
2）0.8km、 
3）0.86km、 
4）2.5km）。 

- 円 形 プ ロ ッ ト

（R=30m）を 1 つ設

置。 
- DBH 5cm以上を計

測。 

- システマティッ

ク・サンプリン

グ：間隔 3.15km
（座標、地図あ

り） 
- 方形プロット : 

50m x 20m  
- DBH 5cm 以上

を計測。 
- Grass Sample Plot 

1m2×3 カ所/サン

プルプロットに

て採取、生重・

乾重計測。 

- システマティッ

ク・サンプリン

グ：間隔 5.34km 
- 円形プロット

（R=30m）とそ

の内側に R=8m
プロットを設

定。 
- R=30 プロット

内：DBH20cm 以

上を計測。 
- R=8 プ ロ ッ ト

内：DBH5cm 以

上 20cm 以下を

計測。 

備考 

- Landsat TM 画像を用

いて植生分類。 
- 1992 年、2004 年の 2

回の調査の比較。 
- Permanent Plot として

設置。 
- 2012 年 に Kasane 

FR+Ext.にてインベ

ントリー調査実施。1
チームで 1 カ月、57
プロット。現在レポ

ーティング中。 

- Spirostachys africana
（Morukuru）の資源

量把握が主眼。 

- Landsat TM 画像

1990と2001年を

用いて比較、6 植

生帯に分類 
- 1チームで1カ月 

- Landsat TM 画像

を用いて10の植

生帯に分類 
- Mohembo Pilot 

Forestry Inventory 
Project （1997）、
Okavango 
Sub-District 

- 4 チームで、2008
年10月～2009年
3 月 

*注：Pterocarpus angolensis, Baikiaeaplurijuga, Burkea africana and Colophospermum mopane 
出典：詳細計画策定調査（1）調査団 

（2）森林インベントリー調査のための人材 

人材育成面では、2012 年に実施した KasaneFR でのインベントリー調査の場合、中央か

ら 2 日間の日程で講師を派遣し、District のスタッフを対象にトレーニングを実施した。研 
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修は、実践と座学の組み合わせにより行われ、公式なテキストは存在せず、調査票等を用

いて、より実践に力点を置いた研修が行われた。研修後、District のスタッフのみにより現

地調査が実施された。人材育成においても、継続した技術研修は行われておらず、必要に

応じて、担当者が実施している様子である。 

チームは基本的に 5 名から 6 名で構成される。代表的な構成としては、1）Team Leader、

2）記録者、3）計測者、4）マーキング、5）アシスタント、6）ドライバー。計測は 1）と

3）の 2 人、マーキングは 4）と 5）の 2 名である。 

 

（3）森林調査用機材について 

森林調査用機材リストをDFRR の森林インベントリー調査担当者に求めたところ、次表

のとおりの回答があった。また、プロジェクト実施のために必要数の提示があったので掲

載した。 

 

表１３ DFRR所有する森林インベントリー用機材リスト及び要請数 

ITEM No. Available No. Required 
HAGA 樹高測定器 2 10 
BITTERLICH 0 5 
ブルーメライス樹高測定器 0 5 
TARGET 0 11 
クリノメーター（SUUNTO） 2 10 
LAPTOPS 
（フィールドデータの入力用） 

0 5 

SERVER-DESKTOP COMPUTER  
（データ保存用、データベース用）

0 1 

鉈 0 20 

コンパス 3 20 

測竿 1 5 

輪尺 0 10 

直径巻尺 3 10 
GPS 1 10 
測鎖 0 5 

測量用ロッド 10 25 

タグ 0 10 000 

出典：詳細計画策定調査（１）調査団 

 

（4）FR 以外（NP やGR、Tribal Land）における現地調査の実施について 

 DFRR では、これまで NP や GR 内でのインベントリー調査を実施した経験はない。国

レベルの森林インベントリーを実施することを想定した場合、NP やGR 内での調査を実施

する必要が生じるものと考えられるが、その際は、DWNP の許可、協力を得ることが必要

となる。DWNP と DFRR は、現場レベルでも中央でも非常に友好的な関係を保っており、

許可を得るにあたって問題は想定されていない。また、野生動物との接触を考慮し、NP

やGR 内ではDWNP スタッフによるエスコートが必要となると考えられる。 

 Tribal Land での調査においては、調査対象となる土地がだれのものであるかを把握し、
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事前に調査の目的等を説明し、土地所有者ないし管理者から承諾を得ておくことが必要であ

る。現場レベルにおいては、District ないし、Sub-District のLand Board に話を通しておく必要

があるものと考えられる。 

 

5.  関連するボツワナ政府機関の現状と課題 

（1）土地・住宅供給省 測量地図局 

 測量地図局は、ボツワナの国家地図作成機関である。同局で作成、保有している主な地

図は以下のとおりである。 

 1/1,000,000 地形図（全土） 

 1/250,000 地形図（全土） 

 1/50,000 地形図（全土） 

 オルソフォト図（撮影縮尺 1/80,000、解像度 1m、2001 年～2002 年撮影、全土） 

 1/5,000 ストリート・区画番号図（都市のみ） 

その他、観光用地図、道路マップ等の主題図も作成されている。これらの地図は、デジ

タル技術を適用し、整備されている。1/50,000 地形図は、2001 年から 2002 年撮影のオルソ

フォト図を基に、主にマップデジタイズの手法で作成され、2006 年から 2007 年、2011 年

に経年変化の補正として、各 100 カ所程度を対象に超高解像度の衛星画像を基に更新され

ている。標高点、等高線等の高さを持つ地物は、ステレオ・モデルの航空写真から取得さ

れている。 

また、リモートセンシング技術（衛星画像は SPOT4 を利用）による植生・土地利用図作

成のプロジェクトを開始している。土地被覆分類は、56 分類、17 分類の 2 種類がある。こ

れまでに、Ngamiland、チョベ地区を作成し、現在、セントラル地区の作業を行っている。

作業計画は存在しないようであるが、2 年から 3 年ぐらいで完了する見込みとのコメント

があった。 

同局で保有している地形図、オルソフォト図等の地理情報は、情報レベルが中・小縮尺

であり、またオルソフォト図の情報は 10 年前の情報であることから、森林資源調査には必

ずしも十分ではない。さらに地形図は居住地域を中心に更新されており、森林地域につい

ては更新されていない可能性が高い。 

 

（2）その他 

プロジェクトで使用する機材は、サポート、メンテナンス等を考慮し、可能な限り現地

調達、若しくは近隣国で調達することが望ましい。このため、GIS、リモートセンシング

に関わる機材の調達先について調査を行った。その概要はAnnex4 に記載する。 

 

２－３ 他ドナー等の支援と課題 

２－３－１ 国連開発計画（UNDP） 
(1) Bio Chobe Project 

現在UNDP においては、Chobe District を対象としたBio Chobe Project を計画中である。

既に、専門家等の採用等が開始されたところであり、プロジェクトの詳細については未定

であった。UNDP では、既にBio Chobe Project の前身（Phase1）として、オカバンゴデル

タ地帯に、GEF の資金を用い、”Building Local Capacity for Conservation and Sustainable Use of 
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Biodiversity in the Okavango Delta（BIOKAVANGO）”を実施している。  
この後継案件（Phase2）として、Bio Chobe Project が 2012 年から 2014 年の 3 年間、Phase1

と同様に GEF 資金を用いて実施される予定となっている。MEWT での C/P 機関は

Department of Environnmental Affair（DEA）である。対象地域はChobe 川流域となり、国を

またがる地域（Chobe-Kwando-Linyanti：CKL Area）となる予定であるが、具体的なプロジ

ェクトバウンダリーの設定は、今後決定される。 
 
(2) Magkadikgadi Pans National Park Ecosystem 

バードライフボツワナがUNDP から資金援助を受けて実施するプロジェクトである。同

地区は雨期にできた湖が乾期には干上がり Salt Pan となる地域で、鳥類の重要な生息域と

なっており、フラミンゴの生息地にもなっている。これら貴重な生態系保全と住民の生計

向上が主目的である。CBO による持続的管理計画、環境教育、小規模企業、エコツーリズ

ムなどのプログラムが含まれる。 
 

(3) その他 
以上の他、Ngamiland にて、持続的土地管理（Sustainable Land Management：SLM）関係

のプロジェクトを計画中であるが、詳細は未定である。DFRR は重要なステークホルダー

の 1 つであり、DEA がコーディネーションを行う予定である。 
 

２－３－２ USAID 

(1) Southern Africa Regional Environmental Program（SAREP） 
世界 大の内陸デルタ、かつ貴重な生態系を併せ持つオカバンゴ及びその流域

（Cubango-Okabango river basin）において、流域の環境保全と、経済・環境の持続的開発、

貧困削減、水資源への公平なアクセス等を実現することを目的にアンゴラ、ナミビア、ボ

ツワナの 3 カ国にまたがり実施されるプロジェクトである。1）Biodiversity、2）Water Supply 
& Sanitation、3）Livelihoods の 3 つの主要コンポーネントから構成され、なかでも、

Biodiversity が 重要コンポーネントであり予算の約半分を占める。同プログラムは、

Permanent Okavango River Basin Water Commission（OKACOM）を中心に運営される。2010
年 6 月開始され、3 年目の評価を経て 長 2015 年までの予定であり、現在実施中の事業で

ある。 
同プロジェクトでは、リモートセンシング技術による衛星画像解析で土地利用の状況も

調査している。プロジェクト対象地域内限定ではあるが、一定のデータの集積があり、各

種テーマ図等を作成中である。また、対象 3 カ国の中では、アンゴラとナミビアにより多

くのホットスポットが設定されており、結果として、ボツワナよりも重点を置いている。 
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図５ USAIDが支援するSAREP対象地域位置図 

 
SAREP は、森林情報等のベースラインデータが非常に限られる状況下において開始され、

現在に至っている。JICA プロジェクトで（ナショナルレベルでの）森林インベントリー調

査が実施され、その成果を共有できるのであれば、USAID プログラムとしても、その結果

の有効活用が可能なため、ヒアリング時において、本件プロジェクト成果に大きな期待が

寄せられた。 
 

２－３－３ Forest Conservation Botswana （FCB） 

米国政府の熱帯林保全法（Tropical Forest Conservation Act：TFCA）（1998 年施行）による債務

環境スワップにより、設立された基金である。2006 年、アフリカではボツワナが 初のTFCA
締結国であり、翌 2007 年にボツワナ国政府と米国政府により、FCB が非営利団体として設立

されている。 
同ファンドの目的は、ボツワナの森林修復、維持、保全のための活動資金を供給することで

あり、顧客としてはCBO やVDC、大学等〔具体的にはボツワナ大学（University of Botswana：
UB）、ボツワナ農業専門学校（Botswana Collage of Agriculture：BCA）〕がこれまでの実績であ

る。ファンドの対象者としては、森林保全、修復、維持管理等を目的とした活動、研究を行い、

ボツワナで登記され 1 年以上活動実績のある団体でかつ資金管理能力があれば適格である。

CBO、VDC、PTA、教育機関、研究機関、NGO 等の森林/環境関連の活動を行う団体を想定し

ている（ただし、個人は対象外）。 
実質的な活動は、2009 年より開始され、2010 年度（2010 年 4 月～2011 年 3 月）実績で 91

の提案書を受け取り、うち 18 事業、合計BWP5,142,561（≒55 百万円）の無償資金支援を承認

している。承認された 18 の事業地はボツワナ全土にわたっている。1 件あたりの上限額は

BWP100 万である。提案書は随時受け付けており、四半期毎に理事会が開催され、審査が行わ

れる。 
FCB の課題としては、1）提案書の質の確保と向上及び、2）資金提供後のモニタリング体制

が挙げられる。提案書は英語で提出しなければならず、手書きは不可であるため、相応の計画

策定能力と書類作成能力が求められる。また、対象地域や活動範囲を定める地図類については、

低精度の地図（手書きのものも含む）が使われている。さらに、無償資金供与後のモニタリン

グが、今後必ず必要になるが、現状では FCB の人材（経営責任者、Project Manager、Finance 
Manager の 3 名）に制約があり、今後の課題である。 
基金は短期投資を中心に 6%から 6.5%の利率を持って運用されているとのことであり、今後
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もTFCA からの収入を得られる見込みである。 
 

表１４ FCBによる2010年度承認実績（2010年4月～2011年3月） 

 被援助団体 プロジェクトのテーマ 承認額 予定完了年月 現状 
1 Changate 

Conservation and 
Development Trust 

コミュニティ苗畑の設

立 
248,640.00 2011 年 11 月 苗畑フェンス設置済み。 

2 Somarelang 
Tikologo 

植林及びコミュニティ

の 生 計 向 上 支 援

（Makomoto） 

175,840.00 2011 年 5 月 
（遅延：Land 
Board 植林地

の承認待ち）

ベースライン調査終了、研修ワーク

ショップ実施、養鶏・果樹・被陰樹

植栽、養蜂、植林（植林地承認待）、

375 本植林。 
3 Somarelang 

Tikologo 
植林及びコミュニティ

の 生 計 向 上 支 援

（Khakhea） 

175,840.00 2011 年 10 月 ベースライン調査終了、コミュニテ

ィの参加及び研修ワークショップ

終了。 
4 Mosu VDC 土地修復 436,013.76 2011 年 2 月 

（遅延） 
ベースライン調査終了、コミュニテ

ィの参加及び研修ワークショップ

終了、10 のガビオンと水路の造成

用資材調達。 
5 Otse VDC 樹木園の造成 260,068.73 2011 年 8 月 コミュニティの参加及び研修ワー

クショップ終了、苗畑フェンス設置

済み、電線へ接続（電化）、水タン

クと深井戸用機材の調達。 
6 Gantsi 

Permaculture Trust 
タウンシップ植林 220,840.00 2012 年 3 月 地域の代表者への説明、協議の実

施、2,500 本の苗木を公共の場に植

林、苗畑において 3,300 本の苗木育

成。 
7 Tihare Segolo 

Foundation 
ヤシ林再生 358,960.00 2013 年 9 月 広報用マテリアルの作成、コミュニ

ティコンサルテーション、樹種イン

ベントリー調査、ヤシ種子採取、資

機材購入。 
8 Letloa Kuru 

Development Trust 
CommunityForest 
Reserve の設立（FS） 

217,420.00 2012 年 3 月 コミュニティコンサルテーション

が進行中。 
9 Matsheng 

Community 
Development Trust 

Thota-ya-Marula 森林保

全・管理計画 
493,248.00 2012 年 3 月 コミュニティコンサルテーション

が進行中。 

10 Ithuseng 
Community 
Development Trust 

苗畑の設立 318,400.00 2011 年 8 月 
（遅延） 

苗畑フェンス設置済み、灌漑用資機

材購入、1,280 本の苗木を植林。 

11 Elephants without 
Boarders 
（Somerela Trust） 

野生動物生息数及びFR
における土地劣化に関

する調査 

471,445.00 2011 年 12 月 支払い実績なし。 

12 BCA 伝統医療（ traditional 
healer）で用いられる薬

用植物の薬効成分の同

定 

242,324.50 2011 年 12 月 コミュニティコンサルテーション

が進行中。 

13 UB 郷土樹種の糖尿病、高

血圧に対する薬効、抗

酸化能力の評価 

329,399.62 2015 年 4 月 支払い実績なし。 
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14 UB 薬用植物の利用、分布、

保全状況 
179,200.00 2012 年 1 月 支払い実績なし。 

15 Virginia Tech Chobe における硬材生

産と更新管理へ対する

脅威の評価 

375,790.00 2012 年 10 月 1 回目支払い、資機材購入進行中。

16 BCA Manyelong Hill 付近に

おける土地利用変化と

気候変動 

87,000.00 2011 年 3 月 データ収集、資源インベントリー、

航空写真購入。 

17 Moselewapula 
Community 
Development Trust 

Tswapongにおける薬用

植物活用及び栽培 
256,880.00 2013 年 5 月 農園のフェンス設置、資機材購入。

18 Mapoka VDC 土地修復 295,252.38 2011 年 4 月 修復対象地のフェンス設置が進行

中、3 つのガビオン設置済み。 
  合計 5,142,561.99   

出典：Annual Report 1st April 2010 – 31st March 2011, FCB 
 

２－３－４ SADC 

SADC は南部アフリカ地域の加盟 15 カ国における経済成長の促進及び貧困削減、地域統合、

平和と安全の維持・促進、自立的発展の促進、国家間及び域内の戦略・計画の調整、域内資源

の保護と効果的活用、域内の歴史的・社会的・文化的連携の強化を行っている。ハボロネに事

務局が置かれ、森林セクターは、食料・農業・自然資源局（Food, Agriculture and Natural Resources：
FANR）が担当している。FANR 内に、GIZ 支援を受けた森林政策アドバイザーが 1 名配属され

ている。また、SADC 事務局には、政策・資金調達局に現在、JICA 専門家（政策アドバイザー）

が 1 名赴任している。 
森林セクターにおいては、加盟各国におけるセクター政策や計画の指針とすべく Protocol on 

Forestry が 2002 年 10 月に署名されている。 
SADC では、EU の支援を受けて、持続的開発のためのアフリカ環境モニタリング（African 

Monitoring of the Environment for Sustainable Development：AMESD）と呼ばれる事業を通じて、

地域の森林火災のモニタリングを行っている。AMESD では、加盟各国に対して 1）森林火災、

2）農業生産状況、3）干ばつに関するリモートセンシング情報サービスの提供と、それに伴う

人材育成を実施している。プロジェクト実施期間は 2010 年 5 月から 2013 年 5 月である。ボツ

ワナでは、リモートセンシング情報を得るパラボラが、MEWT 気象局、UB、BCA の 3 カ所に

設置されている。 
AMESD では、1）MODIS（解像度 1km、6 時間毎）、2）MSG（解像度 3km、15 分毎）の衛

星画像が使用されている。衛星画像のデータは、気象局に設置しているパラボラアンテナで直

接受信し、火災発生の状況をモニタリングしている。モニタリングの結果は、ArcGIS 上でデジ

タイズし、火災発生状況の主題図を作成している。衛星画像の受信料は無償である。プロジェ

クト終了後も機材のメンテナンスコストは負担する必要があるが、画像受信は無償である。 
火災の多発時期においては、より解像度が高い衛星画像を利用し、植生の被害状況、リハビ

リ状況をモニタリングするニーズがある。可能であれば、1 週間に 1 回程度の解析が求められ

ているが、技術的に困難であると認識されている。 
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て実施された。GIZ（当時GTZ）は Funding を行い、SNV が実施を担当し、ボツワナのNGO
である”Veld Products Research & Development” （VPR&D）が協力している。ボツワナのパ

イロットプロジェクトでは、森林周辺住民の生計向上策としてVeld Products（非木材林産

物）の開発と体制作りを中心に行われ、さまざまな非木材林産物についての toolkit が開発

された。以下に、その toolkit の例を示す。 
 
ボツワナ持続的森林管理保全プロジェクトで開発された toolkit 例 
 Technical Handbook on Experiences with Guinea fowl Rearing 
 Harvesting grapple plants 
 Setting up harvester groups 
 Working with Village Based Officers（Animators） 
 Marketing of Non-timber Forest Products 
 Beekeeping 
 Questions and answers about; how to grow Mmilo（Wild Medlar: Vangueria infausta） 
 Questions and answers about; how to grow indigenous and exotic fruit trees 
 Questions and answers about; how to grow Morojwa （ African Chewing gum: 

Azanzagarckeana） 
 Questions and answers about; how to grow Mogorogorwane（Wild Orange: Strychnos 

cocculoides） 
 Questions and answers about; how to grow Morula 
出典： Evaluation of Pilot Measures in Botswana, Malawi, Mozambique and Namibia, 
Sustainable Forest Management and Conservation Project, 11 January, 2008 
 

NGO であるVPR&D にて研究開発された非木材林産物のマーケティングは、VPR&D と

母体を同じくする民間企業Wild Fruits 社が担当している。同社は、非木材林産物の持続的

な採取方法や、実の選抜、保存方法等についての研修を住民へ実施し、原料の買い付け、

加工、ボツワナ国内及び周辺国をマーケットとした製品販売を行っている民間企業である。  
20 種類前後の非木材林産物を加工、製品化しているが、特にマルーラ（Malura：学名

Sclerocarya birrea）の実を利用した食品加工に力を入れており、JETRO が実施する「アフ

リカ南部ナチュラルプロダクツ産品育成支援事業」の支援の下、ボツワナ産マルーラ加工

食品（ドライフルーツ）を対象として、2010 年 10 月に日本で開催された「食品開発展 2010」
に出展した実績を有している。 

 

２－３－６ 独立行政法人石油天然ガス・金属鉱物資源機構（JOGMEC） 

JOGMEG は「ボツワナ地質リモートセンシングセンター」の運営支援を 2008 年から 2013 年

（5 カ年間）で実施する計画である。SADC の国々を対象に、リモートセンシングの技術移転

を目的とし、併せて各国の資源に関する情報収集も行っている。リモートセンシングの技術移

転は、SADC 諸国の地質調査技師に 5 週間程度のトレーニングを実施している。なお、本セン

ターは、リモートセンシング技術を活用した地質調査、鉱物探査が主事業であり、植生、土地

利用等の土地被覆分類は主な活動ではない。 
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第３章 プロジェクトの協力内容 

 
３－１ 協力内容 

３－１－１ プロジェクト名称 

プロジェクトの目的、活動内容等を踏まえ、プロジェクト名を、先方要請タイトルである

“Forest Resource Management based on Sharing with Community and Wildlife” から、“The Project for 

Enhancing National Forest Monitoring System for the Promotion of Sustainable Natural Resource 

Management”に変更する。 

和名のタイトルは、「森林資源マネジメント計画策定プロジェクト」から、「国家森林モニタ

リングシステム強化プロジェクト」に変更する。 

 

３－１－２ プロジェクト目標 

 本プロジェクトの上位目標、並びにプロジェクト目標は以下のとおり合意した。 

（1）上位目標 

国家森林モニタリングにより得られた情報が、関連政府機関、地域住民を含む利害関係

者間で共有及び活用され、持続的な森林管理が促進される。 

（2）プロジェクト目標 

国家森林モニタリングシステムを活用して定期的に森林モニタリングが実施され、森林

の現況が的確に更新される。 

 

３－１－３ プロジェクト活動計画（PO) 

本プロジェクトの成果、並びに PO は以下のとおりである。 

 

成果 1. 全土の森林分布図（森林基盤図）の作成 

（ア）DFRR 職員に対するリモートセンシングの利用のための基礎的研修計画を策定する。 

（イ）（ア）に基づきDFRR 職員に対して研修を実施する。 

（ウ）森林分布図の作成に活用する衛星画像の仕様を決定し、必要な衛星画像データを入手す

る。 

（エ）森林タイプ区分を検討する。 

（オ）衛星画像の予備判読を行う。 

（カ）予備判読結果を現地で確認する。 

（キ）予備判読・地上調査の結果を踏まえ、衛星画像の 2 次判読を行う。 

（ク）2 次判読結果を現地で確認する。 

（ケ）（オ）から（ク）の結果を踏まえ、森林タイプ区分を 終化する。 

（コ） 終化した森林タイプ区分に従い、基準となる全国規模の森林分布図を作成する。 

（サ）上記のプロセスをまとめたマニュアルを作成する。 

 

成果 2. 国家森林インベントリーの方法論の確立 

（ア）過去の森林インベントリー調査の手法と結果をレビューする。 
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（イ）森林インベントリー調査の手法と手順の改善案を検討する。 

（ウ）パイロットエリアを選定し、策定した手順に基づきインベントリー調査を行う。 

（エ）（ウ）の調査の結果を整理する。 

（オ）策定した森林インベントリー調査の方法・手順を見直し、 終化する。 

（カ）森林インベントリー調査に係るマニュアルを作成する。 

 

成果 3. 森林GIS データベースの整備 

（ア）DFRR 職員に対するリモートセンシングの利用のための基礎的研修計画を策定する。 

（イ）（ア）に基づきDFRR 職員に対して研修を実施する。 

（ウ）DFRR 本局並びに地方事務所における森林GIS の活用方法を検討する。 

（エ）ボツワナにおける既存の空間データを調査・収集し、森林GIS に格納する。 

（オ）森林分布図並びに国家森林インベントリーのデータセットを森林GIS に格納する。 

（カ）パイロットエリアにおいて森林GIS をデモンストレートする。 

（キ）森林GIS の機能を検証し、必要に応じて修正して完成させる。 

（ク）森林GIS に関するマニュアルを作成する。 

 

成果 4. 国家森林モニタリング計画の策定 

（ア）国家森林モニタリングシステムの設計・活用方針を検討する。 

（イ）設計・活用方針に基づき、国家森林モニタリング計画を策定する。 

（ウ）国家森林モニタリングシステムの活用者を集めたワークショップを開催する。 

 

３－１－４ 実施体制 

DFRRをC/P機関とする。DFRR本部の技術職員数は42人であり、ボツワナ国全州の地方事

務所の技術職員数を合わせると合計 154 人となる。そのうち本プロジェクトの主要なC/P 職員

は、C/P 機関本部から 5 名から 6 名を予定している。森林インベントリー調査実施等には地方

事務所職員を動員することとなる。 

 

３－２ 想定されるボツワナ国政府実施体制・日本側投入 

３－２－１ ボツワナ国側投入 

  環境・野生動物・観光省森林局はボツワナ国政府の予算で以下の投入を行う。 

（1）プロジェクト・C/P 及び事務職員の配置 

（2）適切な家具付き事務所スペースの提供 

（3）プロジェクト実施に必要なボツワナ国政府所有の施設、機材のメンテナンス 

（4）JICA 調査団員が医療サービスを受けるための情報提供及び支援 

（5）JICA 調査団員の身分証明書等の提供 

（6）プロジェクトに関わるデータ（地図、写真含む）及び情報の提供 

（7）プロジェクト実施に関わる水・電気代、インターネット経費の負担 

（8）日本側が供与する機材のボツワナ国内輸送及び設置・運転・維持に関わる諸経費の負

担 
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３－２－２ わが国側投入（専門家、研修、機材、研究機関等への現地再委託等） 

（1）専門家（分野） 

a）総括／森林資源管理 

チームリーダーとして調査全体を統括し、業務全体と先方政府との協議、折衝の責任

者を務める。国家森林インベントリーシステム構築のための全体計画の策定と進捗管理

を担当する。 

b）森林インベントリー 

森林インベントリー調査の基本設計、具体的な調査計画・準備・実施を担当する。森

林インベントリーチームを組織し、森林インベントリー調査を実施する。また、森林イ

ンベントリー調査実施マニュアルの作成を担当する。 

c）森林リモートセンシング 

衛星画像の調達、森林分布図の仕様策定、衛星画像解析を実施する分野及び検証作業

に必要となる現地調査の分野を設定する。併せて、森林植生解析及び現地調査の手法に

関する技術移転を実施する。 

d）森林GIS/データベース 

DFRR 保有データ（調査プロット、防火地帯等）、及び森林インベントリー、社会経済

調査等の結果をGISに格納するための主題地図データ作成の技術移転を行う分野を設定

する。併せて、座標系、データ精度等が相違するデータ、及び測量地図局のオルソフォ

ト、地形図データを GIS に格納するためのデータベース作成の技術移転も行う。また、

主題図データ、モデルエリアの森林GIS に格納されるオルソフォト、地形図、森林イン

ベントリー等の GIS データベース設計を行う分野を設定し、GIS ソフトウェア、及び主

題図作成を含めたデータベースの利活用に関する技術移転も実施する。 

e）業務調整／研修計画 

機材の調達、備品管理、森林インベントリー調査や現地調査における調整業務・計画

補佐、調査団事務所の管理等を行う。また、研修関連業務の補佐と調整業務を行う。 

 

（2）機材 

供与する機材は、以下の分野の機材を予定している。なお、先方と合意した供与機材の詳

細についてはAnnex3 R/D を参照のこと。 

a）GIS／リモートセンシング機材 

森林局は、GIS ソフトウェアとして、ESRI 社の ArcGIS、リモートセンシングソフト

ウェアとして、EXELIS 社の ENVI を使用している。供与するソフトウェアは、プロジ

ェクトの活動において、特段の不都合がない限り同一のものが望ましいと思われる。な

お、これらのソフトウェアの現地代理店もボツワナ国内に存在している。併せて、森林

分布図作成のための森林被覆分類において、極めて重要な画像領域分割及び画像分類機

能に優れたソフトウェアであり、実質的な業界標準とされている eCognition を導入する。

本ソフトウェアの代理店は、南アフリカ共和国に存在している。 

地方事務所においては、森林 GIS データベースのデータ作成、編集は想定しないが、

検索、主題図印刷等の機能を利用することを想定する。このため、構築した森林GIS デ

ータベースを運用でき、かつ無償で使用できるGIS ソフトウェアの選定を考慮する。ハ
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ードウェアとしては、パソコン、A3 カラーページプリンタ、UPS を想定する。 

b）LANDSAT 衛星画像 

ボツワナ国全体の森林分布図作成には、LANDSAT 衛星画像を使用することを予定し

ている。ボツワナ国においてもダウンロードすることは可能であれが、ダウンロード時

間を考慮し、本邦で実施することを検討する。 

c）高分解能衛星画像 

高分解能衛星画像は、一部の地域に適用することを予定している。このため、適用エ

リアの決定後、アーカイブの有無、仕様、価格等を考慮し、衛星画像を決定する。なお、

高分解能衛星画像としては、ALOS、SPOT、RapidEye 等の 2.5m から 5m レベルより選

定することを想定している。 

d）森林インベントリー調査用機材 

森林インベントリー調査、及びリモートセンシングの現地調査用として、車両を 2 台

調達する。その他に、ハンディGPS、デジタルカメラ、インベントリー調査用機材を供

与する予定である。インベントリー調査用機材には測高器（Haga やブルーメライスが用

いられているが、作業効率向上と新技術習得のため、超音波樹高測定器等の導入も考慮

する必要有り）、その他森林調査用機材〔輪尺、直径巻尺、ナンバリングテープ（タグ）

等〕、ノートパソコン（現場におけるデータ入力用）を含むものとする。 

e）その他機材 

複合機（コピー、スキャン、プリンタ）、プロジェクタ等を想定している。 

  

（3）現地再委託、及び国内作業 

衛星画像の調達は、衛星画像の選択（雲量等の判断が必要）、数量、ダウンロード等の調

達手法等を考慮し、本邦で調査団が実施することが望ましい。また、ボツワナ全土の森林分

布解析を技術移転後のC/P が実施するには非常に時間がかかると同時に、技術移転直後では、

経験不足により解析内容が十分ではないことが想定される。また、森林分布の解析後に高解

像度衛星画像の解析を適用するエリアを選定する必要があるため、本解析作業はプロジェク

ト当初の早い段階で終了する必要がある。よって、解析作業の迅速性を考慮し、技術移転後

に C/P が実施する数量と調査団の国内作業の数量を調整することが望ましいと考えられる。 

 

３－３ 想定され得る他機関との連携  

３－３－１ GIZ 

GIZ は、2011 年 10 月から 2015 年 2 月の期間で、SADC 地域を対象とした REDD+に資する

MRV システムの能力開発プロジェクト実施している。実施対象国は選定されたばかりであり、

ボツワナ、マラウイ、モザンビーク、ザンビアの 4 カ国である。プロジェクトは、以下の目的

を目指し活動している。 

 気候変動に関する政府間パネル（IPCC）ガイドラインに準拠したモニタリング・システム

の開発と実践 

 MRV の能力開発 

 SADC 加盟国において持続的な MRV システムの実施に必要なキャパシティを調査し、

キャパシティ・デベロップメント計画を策定する。 

34



 

 MRV に関する地域のナレッジ・マネジメント開発 

 REDD +のモニタリングに関する SADC 地域のスタンダード開発のサポート 

  

JICA プロジェクトの目標は、REDD+における課題を直接的に達成することではない。しか

し、プロジェクトの成果は、REDD+に資することは明白であり、GIZ プロジェクトにおいても

利用される可能性は高い。また、GIZ プロジェクトにおいても衛星画像（RapidEye を利用予定、

場所、数量は未定）が供与される予定である。このため、プロジェクト実施段階においては、

情報の共有を図り、相互連携を意識することが必要である。 

 

３－３－２ SADC 

SADCのFANRでは、SADC域内の森林セクターにおける政策協調や調整を行っている。モ

ザンビーク国等SADC域内において、JICAによるREDD+関連の技術協力が開始される予定で

ある上、GIZ においても REDD+パイロット事業の計画が進行中である。SADC 加盟国として、

円滑に事業を実施するためにも、また、特にサンプルプロットの設定方法や、森林分布図の

分類方法等について、情報の意見交換・共有、本件プロジェクトからのインプットを行う必

要があると思われる。 

 

３－３－３ 大学等（UB、BCA） 

森林分布図を作成する際の、分類についての意見を得るために、これら研究機関の助言を

得ることが考えられる。森林を専門に扱う専門家はUB には不在であるが、リモートセンシン

グやGISに詳しい専門家、草原資源の専門家がおり、有益な助言が得られるものと思われる。

また、BCAは Forestry & Range Section を有しており、DFRR との共同研究も行っていることか

ら、連携の可能性がある。 

 

３－４ プロジェクト実施時の留意事項 

３－４－１ モニタリング体制整備と持続的森林資源管理の促進 

本プロジェクトはボツワナ国の国家森林モニタリングシステムを整備することを目的とし

ているが、上位目標としてモニタリングデータが政府機関、地域住民を含む利害関係者に活

用され、適切な森林資源管理を促進することを掲げている。したがって実施に当たっては常

にプロジェクト終了後の成果品の活用を意識し、ニーズに合致した使い勝手の良いシステム

構築を心掛ける必要がある。 

 

３－４－２ 森林インベントリー実施体制整備 

本プロジェクトにおいては、既存の調査結果やボツワナの森林の現況を踏まえ、森林イン

ベントリー手法を確立し、その手法をパイロットサイトにおいて実践するとともに、その方

法論に関する研修教材、マニュアルを整備する。その際、ボツワナにおける森林タイプ・樹

種数や調査に要する費用等を検討した上で、統計的に十分な精度を確保することが可能な必

要 小限のプロット数となるよう留意する。また、森林インベントリー調査については、特

殊な技能を持たない地域住民等が作業に参加することも考えられ、またプロジェクト終了後

のDFRR等による実施を考慮し、より習得が容易な方法を採用することが妥当と考えられる。 
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なお、NP、GR における森林インベントリーを実施する際は野生動物・国立公園局の承認・

協力が必要となるため、必要に応じて調整を図ることとする。 

 

３－４－３ 森林インベントリー調査のパイロットサイト選定 

森林インベントリー調査の手法を確立するため、特徴的な地域を選定しパイロットエリア

として定め、森林インベントリー調査を実施する。パイロットエリアの選定にあたって、

Chobe 等の優先度の高いサイトを選ぶ。 

また、DFRR本局のみならずパイロットエリアを管轄するDFRR地方事務所についても各活

動に関係する職員の着実な能力向上を図り、プロジェクト終了後もボツワナ政府自身で森林

インベントリー調査を継続的に実施できるような体制を構築する。 

 

３－４－４ リモートセンシングによる地図作成 

ボツワナでは森林は一部地域に偏在しており、国土の大部分が砂漠、湿地帯、乾性灌木林

など比較的単純な植生帯である。よって、全土を網羅する森林分布図作成に当たっては、無

料で入手可能な中分解能のLANDSAT衛星画像を活用する。ただし、森林の集中している特に

重要となる地域については高分解能の衛星画像を用い詳細な森林分布図も作成する。また、

高分解能衛星画像により解析する区域の中には、（3）の森林インベントリー調査のパイロッ

トエリアを含むものとする。 

なお、森林分布図に適用する森林タイプ区分は、ボツワナの既存の森林タイプ区分や同様

の植生を持つ近隣国の現状も考慮し、決定することが必要である。 

また、DFRR はリモートセンシング技術の実践的な経験、知識を十分に有していないことか

ら、基礎的な知識、理論を含めた能力強化を計画的に進めるための技術移転計画の策定、実

施が必要である。 

 

３－４－５ 森林GIS データベースの設計 

 本プロジェクトでは、地図作成・森林インベントリーにより得られた結果を含む情報を森

林GISデータベースに格納し、今後の森林管理に利活用するまでの一連の技術協力を視野に入

れている。よって、ボツワナ国関係者によるアクセス・利用が可能な実用性の高い森林GISデ

ータベースを構築するため、本プロジェクト期間中に、①DFRR や他機関によるさまざまな関

連事業で得られた過去のデータを収集・整理し、②今後DFRRや他機関が収集するデータと過

去データとの互換性を確保できる森林GISデータベースを設計し、③これら新旧のデータを森

林GISデータベースに格納し、④森林GISを防火帯設置等のデモンストレーション活動に利用

するなど、実用面でのテストを行う必要がある。このため、森林GIS データベースの設計に先

立ち、森林GISデータベースの業務分析、要件定義、基本検討を行い、ユーザー範囲の確定、

森林 GIS データベース上の必要な機能等の確定を行う。また、DFRR には、GIS ソフトウェア

を使用し主題図を作成できる技術者が数名在籍しているが、DFRR 内の GIS 技術の活用レベ

ル・度合いは十分とはいえないため、多くの技術者にGIS技術を普及する技術移転計画の策定、

実施が必要である。 

なお、プロジェクトで作成・実施する森林分布図や森林インベントリー結果を森林 GIS デー

タベースに格納する時期はプロジェクト後半となると想定されることから、プロジェクト期
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間中に森林GISデータベースの森林管理への活用に係るデモンストレーション・技術的訓練を

十分行えるよう、プロジェクト初期の調査で得たデータやボツワナ国の既存のデータをあら

かじめ格納し、デモンストレーションを行うなど、作業工程を工夫する必要がある。 

 

３－４－６ 衛生画像データ供与 

上述のとおりボツワナ国全土の森林分布図作成に利用する中分解能衛星画像として

LANDSAT 衛星画像を想定しているが、衛星画像・解析に要する費用、アーカイブの画像状態、

新規撮影の可否等について他の衛星画像と比較・検討した上、 終的に決定する。ボツワナ

国全土の画像が必要となり数量が多くなるため、インターネット通信環境等を考慮し、一部

を本邦で調達することも検討する。 

また、一部の地域に適用する高分解能衛星画像については、適用エリアの決定後、アーカ

イブの有無、仕様、価格、C/P の解析技術等を考慮し選択するが、同じく DFRR を C/P とする

GIZ、SADC による広域プロジェクトにより供与される衛星画像、並びに土地・住宅供給省 

測量地図局の所有するデータとの重複がないよう留意する。 

 

３－４－７ 研修実施におけるローカルリソースの活用 

GIS/リモートセンシングに関する技術支援について、現地技術リソースとして BU や土地・

住宅供給省測量地図局が挙げられる。これら機関のスタッフは、通常業務においてもGISソフ

トウェアや画像解析ソフトウェアを使用しているため、技術支援内容に対しての理解度は高

いと推察される。このため、C/P 機関職員に対する技術研修を実施する際、日本人専門家のア

シスタント講師等として採用することで、効率的に技術支援を遂行できると考えられる。ま

た同研修の他にも、日本人専門家の不在期間中、C/P 機関職員が自主的に研修を行えるよう、

既存の教材使用も併せて検討する。 
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第４章 評価５項目 

４－１ 妥当性 

 本プロジェクトは、以下の理由から、妥当性が高いと判断される。 

 

４－１－１ 持続可能な森林経営の為の国家森林モニタリングシステム 

 1992 年の「国連環境開発会議」（地球サミット）以降、持続可能な森林経営が重要概念とし

て森林セクターに浸透している。持続可能な森林経営のためには、森林資源の状態を把握し、

定期的にモニタリングしていくことが重要である。これは、国家が将来に向けて森林保全を行

い、将来の変化の影響を和らげるための重要な対策である。DFRR では、衛星画像解析により

一部地域の植生図を作成したり、Kasane FR 及びChobe FR において精度の高い森林インベント

リー調査が行われているものの、国家森林インベントリー調査や定期的な調査は実施されてい

ない。また、正式な分類項目や全国レベルの森林分布図がない状態で、定期的に森林の状態が

把握できず、データも更新できていない状況にある。よって、森林管理や政策決定のためのベ

ースラインとなる情報が十分でない。これらのことから、ボツワナにおいて持続的な森林経営

を確立するためには、国家森林モニタリングシステムの整備が喫緊の課題である。 

 

４－１－２ 相手国政府国家政策上の位置づけ 

ボツワナは、独立 50 年後の国家将来像を描いたVision 2016 を 1997 年に策定した。また、1966

年の独立以来、ボツワナ政府は国家開発の指針として NDP を策定しており、2009 年策定の

NDP10 を通じてVision 2016 を達成するとしている。 

NDP10 Section 5、Chapter11「持続可能な環境」の中で、「Vision 2016 の柱となっている裕福

で生産的かつ革新的な国家は、持続的な自然資源管理から起因するものである」と記されてお

り、自然資源管理の利用と地球温暖化が環境に脅威を与えているなか、自然資源、生物多様性

及びエコシステムの注意深い管理が必要であるとしている。そのうえで環境分野における 6 項

目の戦略の 1 つとして「森林資源管理における政策決定に資する森林資源インベントリーの整

備」を掲げている。 

また、ボツワナは 1990 年以降、「ボツワナ国家保全戦略」「生物多様性国家戦略」「ボツワナ

生物多様性戦略行動計画」を策定し、自然資源の保全と持続的開発、住民参加型の森林資源管

理に取り組んでおり、本プロジェクトはこうしたボツワナの戦略に貢献し得る。 

加えてボツワナはVision 2016 の持続的成長と経済の多角化を掲げるなかで、観光業の振興を

目指している。本プロジェクトで整備する国家森林モニタリングシステムはMEWT 野生動物・

国立公園局や Birdlife Botswana25等との連携を通じて野生動物管理にも活用し得ると考えられ、

ボツワナの貴重な観光資源である野生動物の持続的な管理に貢献するものである。 

以上の点で本プロジェクトは、ボツワナの上位計画との整合性があるといえる。 

 

 

 

                                                  
25 Birdlife Botsawana とは鳥類の保護を目的とする国際環境NGO、バードライフ・インターナショナルのボツワナにおけるパート

ナー機関であり、鳥類調査・モニタリング、環境教育、出版等を実施している。 
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４－１－３ 受益者のニーズ 
本プロジェクトの直接的な受益者はDFRR 技術者である。現状では森林局内のGIS 技術者の

技術レベルは中程度であり、GIS 技術を普及させるための技術を有していない。また、リモー

トセンシングに関して、DFRR の予算で 1 部地域の植生図は作成しているものの、GIS/リモー

トセンシング技術を用いた森林分布図作成のニーズは依然として高い。森林分布図は、DFRR

だけに留まらず、環境省、BU、土地・住宅供給省土地局及び測量地図局、農業省等においても

活用され、土地利用・配置、森林火災、地球温暖化等の課題に貢献することが想定される。 

また、森林インベントリー調査結果、森林GIS データベース及び国家森林モニタリング計画

についても、森林局のみならず、土地・住宅供給省の Land-Boards、農業省、ボツワナ大学、

NGO（Kalahari Conservation Society、Botswana Forest Association、Veld Product Reserch Development

等）、土地局、測量地図局、環境局、環境省、国立博物館・記念物局、FAO、IUCN、絶滅のお

それのある野生動植物の種の国際取引に関する条約（Convention on International Trade in 

Endangered Species of Wild Fauna and Flora：CITES）、生物多様性条約（Convention on Biological 

Diversity：CBD）、砂漠化防止条約（United Nations Convention to Combat Desertification：UNCCD）

等で REDD+や地球温暖化対策等に必要に応じて活用できることが想定される。また、ツーリ

ズムの開発等の政府の政策決定にも活用できる。 

このように直接の受益者であるDFRR だけに留まらず、間接的な受益者も多機関にわたって

おり、プロジェクトの成果は、DFRR 及び多くの機関のニーズを満たすと考えられる。 

 

４－１－４ 他国機関の関連事業との整合性 

本プロジェクトは、関連機関・ドナーとの相互補完関係・連携のもと実施することにより、

南部アフリカ及び森林セクターでの幅広い効果が期待できる。特に、以下の点で連携可能性が

ある。 

GIZ の支援により、地域経済コミュニティの 1 つである SADC26地域内の 4 カ国（ボツワナ、

モザンビーク、マラウイ及びザンビア）で、REDD+のための統合 MRV27システムの開発を目

的としたプロジェクトが 2011 年 10 月から 2015 年 2月にかけて 336 万 5,000 ユーロの予算で実

施される。プロジェクトの目的は、（1）IPCC ガイドラインに沿って森林地域の開発、炭素固定

量及び森林減少と劣化からのCO2排出量を測定する、（2）MRV の人材育成、（3）MRV のため

の地域管理システムの開発、（4）REDD+モニタリングのための SADC 地域のスタンダードの

支援と開発、の 4 点である。このうち人材育成に関しては、パイロット国内の研修と域内広域

研修を実施する予定となっている。同プロジェクトではボツワナのバイキエア28林等に蓄積さ

れた炭素量の推定を目指している。こうした炭素量の推定技術は本プロジェクトが整備する森

林モニタリングシステムと補完し得るとから、継続的な情報交換及び連携が期待される。 

また、USAID の SAREP は、オカバンゴ及びその流域で、流域の環境保全、経済・環境の持

続的開発、貧困削減及び水資源への公平なアクセス等を実現することを目的として、ボツワナ、

                                                  
26 SADC のメンバー国は、アンゴラ、ボツワナ、コンゴ民主共和国、レソト、マダガスカル（2012 年 9 月現在資格停止中）、マ

ラウイ、モーリシャス、モザンビーク、ナミビア、セーシェル、南アフリカ、スワジランド、タンザニア、ザンビア及びジンバ

ブエの 15 カ国である。 
27 MRV（Measurement, Reporting and Verification）とは、REDD プラスの活動実施状況を測定（Measurement）し、国際的に報告

（Reporting）し、その成果を検証（Verification）することで各国のGHG 排出削減・吸収促進行動の透明性・正確性を担保する仕

組みである。 
28ジャケツイバラ科の属の 1 つ。アンゴラ、ボツワナ、ナミビア、ザンビア等の南部アフリカに分布する。 
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ナミビア及びアンゴラの 3 カ国にわたり実施中のプロジェクトである。同プロジェクトでは、

住民参加型森林資源管理を実施するにあたり、対象地域周辺の地理情報が不可欠であるため、

本プロジェクトにおいて開発する森林分布図の活用を期待している。 

また、FCB は、ボツワナの地域コミュニティ内の組織である CBO、トラスト、大学が実施

する自然資源の持続的利用を通じた生計向上活動等に対して資金を拠出している。こうした資

金拠出の成果を測定するためのコミュニティ活動のモニタリングに際し、森林分布図等の地理

情報がないことから正確な活動成果の評価が困難となっている。このことから本プロジェクト

が整備する森林分布図に対する FCB の期待は高い。 

また、現在 SADC/EU がボツワナ森林局を C/P として実施中の AMESD プロジェクトでは、

可視・赤外センサーを有する MODIS の衛星画像を用い、毎日複数回にわたり森林火災の発生

状況を監視する体制整備に取り組んでいる。また、JICA もボツワナを含む南部アフリカにおい

て森林火災対策に関する広域協力の実施を別途計画している。こうしたプロジェクトにおいて、

森林火災の発生地を特定するため、また森林火災発生時に延焼を防止する防火帯の設置位置の

確定のための高精度な森林分布図が必要であり、本プロジェクトとの連携が期待される。 

  

４－１－５ わが国援助政策との関連、JICA 国別事業実施計画上の位置づけ  

第 4 回アフリカ開発会議（Tokyo International Conference on African Development：TICAD IV）

で環境・気候変動問題への対処が重点事項として挙げられている。近年わが国は TICAD IV の

枠組みに基づき森林モニタリング体制整備に資する技術協力プロジェクトの形成を推進して

おり、本プロジェクトの実施は 2013 年度に開催されたTICAD V におけるわが国のコミットメ

ントにも貢献し得る。本プロジェクトは、特に中央・南部アフリカで同時期に進められている

複数のプロジェクト形成の一環として位置づけられるものであり、わが国の援助戦略と明確に

合致している。 

一方、南アフリカのダーバンで開催された UNFCCC-COP17 の日本政府主催サイドイベント

において、わが国は「アフリカ・グリーン成長戦略－低炭素成長と気候変動に強靭な開発に向

けて」の骨子案を発表している。また、国連持続可能な開発会議（リオ＋20）においても、「緑

の未来イニシアティブ」を実行していくことを掲げている。本プロジェクトはこうしたわが国

のコミットメントの達成に貢献するものである。 

また、2011 年策定の対ボツワナ事業展開計画において成長の加速化並びに格差是正・持続的

ローカルコミュニティの確立が開発課題として掲げられている。本プロジェクトは森林資源管

理や野生動物管理、エコツーリズム等の基盤となる情報インフラストラクチャーの整備を通じ、

成長の加速化に貢献するものである。加えて本プロジェクトで整備される森林分布図等が FCB

による住民参加型森林資源管理プロジェクトなどで活用されることにより、貧困地域の生計向

上・持続的開発を促進し得るものである。 

 

４－１－６ 日本の技術の優位性 

本プロジェクトで技術協力を行う分野、すなわち衛星画像の判読、現地踏査を通じた森林分

布図作成、森林インベントリー調査、森林GIS データベース作成については、日本においても

数多くの経験の蓄積がある。 

更に、JICA では、「国家森林モニタリングシステム整備のための人材育成」コース（2011 年
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9 月 26 日～11 月 17 日）を実施し、カンボジア、パプアニューギニア、ボリビア、エチオピア、

ガーナ、マラウイ、カメルーン、ガボン、モザンビークの 9 カ国から 12 名が参加している。

以上の点から、日本が支援する妥当性は高いといえる。 

 

４－２ 有効性 

本プロジェクトは以下の理由から有効性が認められる。 

 

４－２－１ プロジェクト目標とアウトプットの因果関係 

本プロジェクトのプロジェクト目標は「国家森林モニタリングシステムを活用して定期的に

森林モニタリングが実施され、森林の現況が的確に更新される」ことである。本プロジェクト

では、DFRR スタッフにあらかじめ衛星画像解析に係る研修を実施した後、Landsat の衛星画像

解析結果と地上調査により、全土の森林分布図を作成し、その手順等をマニュアルに取りまと

める（成果 1）。また、Chobe FR やKasane FR 等のパイロットエリアを中心に、森林インベン

トリー調査を実施し、その調査方法や手順をマニュアルに取りまとめ、国家森林インベントリ

ー方法論を確立する（成果 2）。更に、森林分布図とDFRR が過去に実施した森林インベントリ

ー調査結果とパイロットエリアでの調査結果を基に森林GIS データベースを作成し、その手順

等をマニュアルに取りまとめる（成果 3）。これに加えて、成果 1 から成果 3 を統合した一連の

モニタリングシステムとなる国家森林モニタリング計画を策定する（成果 4）。したがって、成

果 1 から成果 4 により、研修やオンザジョブ・トレーニング（On the Job Training：OJT）で技

術や手法を習得したDFRR 職員が、国家森林モニタリングシステムを活用して定期的にモニタ

リングを実施し、森林の現況を的確に更新することができると想定される。これらのことから、

プロジェクト目標とアウトプットの整合はとれていると考えられる。 

 

４－２－２ プロジェクトの有効性に対する促進・阻害要因 

アウトプットから活用による達成目標に至るまでの外部条件としては、（1）配置された C/P

が異動・離職しない、（2）DFRR から本プロジェクトへの予算が確実に確保される、の 2 点が

挙げられる。（1）は、DFRR の人事制度等に係る課題であるが、DFRR 職員は、通常 2 年から

5 年で異動となるケースが多い。調査により明らかとなった DFRR 職員の仕事に対するモチベ

ーションとして、データを収集・分析を通じたマネジメントへの貢献、スタッフへのサービス

が挙げられたが、各C/P の特性を把握したうえでインセンティブについて働きかけていくこと

が望まれる。（2）については、DFRR 全体予算の中から配分されるようであり、プロジェクト

開始後は、年間の活動・出張計画等、詳細に予算を積み上げ、適正な予算規模についてしかる

べきタイミングでDFRR 側と協議していくことが望まれる。 

 

４－３ 効率性 

 本プロジェクトは以下の理由から効率的な実施が見込める。 

 

４－３－１ 日本人専門家の投入 

本プロジェクトの専門家は、総括、リモートセンシング、GIS/データベース、森林インベン

トリー、業務調整員の 5 分野である。現地にはできる限り年間を通じて 1 人以上の日本人専門
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家が滞在をする予定である。このため、現地のC/P とのコミュニケーションのもと、適切な活

動が可能となると見込まれる。 

 

４－３－２ 資機材の調達・管理 

衛星画像解析用のパソコン、A0 プロッター、A0 スキャナー、衛星画像解析ソフト（ENVI、

eCognition）、GIS ソフト（ArcGIS 等）、車両等は、現地調達を予定しており、本邦調達と比較

して短期間で調達が可能となる。また、現地代理店でスペアーパーツの調達等も可能となり、

修理等に対して迅速な対応が見込まれる。また、地方事務所でのGIS ソフトの活用に関しては

QGIS 等のフリーソフトの活用も検討されており、コストを抑えながら広範囲で GIS を活用す

ることも期待される。 

 

４－３－３ アウトプットと活動の因果関係 

成果 1 の森林分布図の作成に関する活動として、DFRR 職員に対してリモートセンシングに

関する基礎的な研修を実施した後、森林タイプ区分を検討し、OJT で衛星画像判読と現地調査

を実施し、森林分布図を作成する。また、これらの活動に関するマニュアルも作成する。 

成果 2 の国家森林インベントリーの方法論の確立に関しては、過去の森林インベントリー調

査をレビューし、森林インベントリー調査の手法と手順を検討し、パイロットエリアにおいて

森林インベントリー調査を実施する。また、これらの手法をマニュアルに取りまとめる。成果

3 の森林 GIS データベースの作成に関しては、DFRR 職員に対して、研修を実施した後、OJT

で森林GIS データベースを作成する。また、既存の空間データも収集し、森林分布図及び国家

森林インベントリーのデータを森林GIS に格納する。さらに、これらに関するマニュアルを作

成する。成果 4 の国家森林モニタリング計画の策定においては、成果 1 から成果 3 を統合し、

その設計・活用方法を検討し、国家森林モニタリング計画を策定する。このように、成果 1 か

ら成果 4 を挙げために十分な活動が計画されているといえる。 

 

４－４ インパクト 

 本案件のインパクトは以下のように予測される。 

 

４－４－１ 上位目標の達成見込み 

本プロジェクトにおける上位目標は、「国家森林モニタリングにより得られた情報が、関連

政府機関、地域住民を含む利害関係者間で共有及び活用され、持続的な森林管理が促進される」

である。成果 1 から成果 4 によって、国家森林モニタリングシステムが設計され、活用方針が

決まり、また、各種研修で育成された人材によってプロジェクトで作成したマニュアル等を活

用して継続的にDFRR 内において人材育成が実施されれば、定期的に国家森林モニタリングが

実施され、森林の現況が的確に更新されるようになることが期待される。また、DFRR は、土

地・住宅供給省、農業省、ボツワナ大学等、関連機関内でプロジェクト成果の活用も期待でき

ると想定している。更に、ボツワナ政府は、2007 年にCBNRM Policy を策定しており、国家森

林モニタリングにより得られた情報が、地域住民を含む利害関係者間で情報共有・活用され、

持続的な森林管理が促進されることが想定される。これらのことから、上位目標は達成が見込

まれる。なお、DFRR 内では、森林インベントリー調査を実施する前に調査チームに対して研
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修を実施するなど、既存の研修が各種実施されているようであり、プロジェクトで実施した研

修もこのような研修システムの中に取り込まれ、継続的に人材育成が実施されることが期待さ

れる。 

 

４－４－２ 波及効果（正のインパクト） 

国家森林モニタリングシステムの確立による定期的なモニタリング体制は、将来 REDD+を

推進する可能性が出てきた場合に、基礎的かつ重要な情報を得る体制であり、得られたデータ

類は、森林セクターにおいて多岐にわたる活用が期待される。 

また、DFRR は、SADC 等のメカニズムを活用して、プロジェクトの成果及び教訓を各国に

広めるとしており、プロジェクト成果の幅広い活用が期待される。 

さらに、本プロジェクトでは、パイロットエリアを設定して森林インベントリー調査を実施

する予定だが、DFRR では、以前より、森林インベントリー調査を実施する前には、調査チー

ムに対して調査方法等に関する研修を実施している。この他にも、DFRR 内では各種研修（短

期、長期）が実施されており、また四半期毎に各District Office から職員 2 人ずつ程度本局に集

まり全体会合が持たれている。本局やパイロットエリア候補地の存在するChobe District Office

を中心に技術移転を実施することにより、DFRR 内の既存の仕組みを通じて他のDistrict Office

の職員にも波及し得ると期待される。 

ボツワナ国内で、2011 年度に発生した森林火災面積は、1,543 万 9,034.98ha となっており、

全土の約 27％が焼失したことになる。これは、MODIS からの画像解析でモニターしたもので

あるが、本プロジェクトの成果も森林火災に係る業務への活用が期待される。 

 

４－４－３ 負のインパクト 

現時点において、本プロジェクト実施による負のインパクトは予想されない。 

 

４－５ 持続性（見込み） 

 本プロジェクトの持続性は以下のように見込まれる。 

 

４－５－１ 政策・制度面 

NDP10 の中で自然資源管理が掲げられており、今後 NDP10 を大きく変更する計画は存在し

ない。また、SADC の Protocol on Forestry からの要求も踏まえ、ボツワナ政府は 2011 年に森林

政策を策定し、推進しようとしている。 

 

４－５－２ 組織・財政面 

プロジェクト終了後も国家森林モニタリングシステムが、定期的に行われるためには、DFRR

の主体性が重要である。本プロジェクトにおいては、衛星画像解析、森林インベントリー調査、

GIS データベース作成に係る活動の中で、DFRR 職員の能力強化を目指した研修を実施し、OJT

で各活動を実施することとしており、DFRR 組織能力の強化を目指しているものである。この

ことから、組織面の自立発展性は、本プロジェクトを通して高まると考えられる。 
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ボツワナの経済成長率は 2010 年が 7.19％（世界銀行）、2012 年 6 月末時点で 3.2％29と低迷し

ているものの、DFRR 予算については増加の傾向にある。DFRR 全体の予算は表１５のとおり

であり、2010 年度と比較して 2011 年度は 1.6％、2012 年度は 2.9％の増加となっている。一方、

プロジェクト活動に必要な予算についても、DFRR 全体予算の中から確保される見込みである。

このような状況であるため、財政上の理由によりプロジェクトの自立発展性が阻害される状況

は発生しにくいと考えられる。 

なお、DFRR の組織体制・計画予算の変更は現時点では計画されていない。 

 

表１５ DFRR全体予算（1プラ＝10.02829円 7月23日レート） 

ボツワナ会計年度 全体予算（プラ） 全体予算（円） 

2010 年 4 月～2011 年 3 月 80,545,640 807,735,036 

2011 年 4 月～2012 年 3 月 81,807,910 820,393,446 

2012 年 4 月～2013 年 3 月 82,911,570 831,461,268 

出典：DFRR への聞き取り調査の結果 

 

４－５－３ 技術面 

プロジェクトのスコープに基づき衛星画像解析等を行う技術者が配置される予定である。ま

た、衛星画像解析については、DFRR 職員が MODIS の画像解析により森林火災面積を算出し

ており、DFRR 職員が研修とOJT により一定水準の衛星画像解析技術を習得することが可能で

あると考えられる。 

また、GIS 技術レベルは中程度であり、GIS データベース作成のための研修及びOJT により、

十分な技術を習得できると考えられる。 

森林インベントリー調査に関しては、Chobe FR、Kasane FR に永久サンプル・プロットがあ

り、Kasane FR では、1992 年及び 2002 年に森林インベントリー調査を実施している。森林イン

ベントリー調査の技術は一定程度有しており、データ取集も精度の高いものとなっている。ま

た、DFRR 本局には、Chobe District Office で 10 年間森林インベントリー調査に携わり、本局に

異動して5年間森林インベントリー調査及びIT関連の業務を行っている経験の豊富な職員がい

る。 

機材については、現地調達可能な機材がほとんどであり、機材が調達できずに国家森林モニ

タリングシステムの運用が困難となることは想定されていない。 

 

４－６ 貧困・ジェンダー・環境等への配慮 

４－６－１ 貧困・ジェンダーへの配慮 

ボツワナでは家庭外で就労する女性の割合が増加しており、非農業セクターの就労人口のう

ち女性は 49％を占める30。本プロジェクトにおいて、各種研修、グランドトゥルース調査、森

林インベントリー調査、GIS データベースの構築を実施する予定になっているところ、ジェン

ダーに配慮した人員選定がなされることが期待される。加えて本プロジェクトの成果が地域住

                                                  
29情報源：質問票の回答からの情報で、Mr.Sekgopo 氏が、Government of Central Statistic Office より聞き取りにより得た情報であ

る。 
30出展：2011 ARTICLE IV CONSULTATION, IMF 
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民の持続的森林資源利用を通じた生計向上に資するよう、成果の活用が図られることが期待さ

れる。 

 

４－６－２ 環境社会配慮 

 本プロジェクトは環境カテゴリC であり、環境に対する負の影響は特に予想されない。 

 

４－７ 過去の類似案件からの教訓の活用 

インドネシア「衛星情報を活用した森林資源管理支援プロジェクト」（2008 年～2011 年）では、

Palsar 画像の判読から林業省が森林被覆図を更新する業務を支援する活動、Palsar 画像判読マニュ

アルの作成、衛星画像判読の為の研修の実施等を行った。本プロジェクトでは、Landsat 画像を使

用するが、マニュアル作成のポイント、研修でのリモートセンシングに関する基礎的な理論、森

林タイプ区分設定の考え方等については活用しうる。 

さらに、インドネシア「炭素固定森林経営実証調査プロジェクト」（2001 年～2006 年）では、

森林のバイオマス量の測定及び破壊調査を実施し、データベースを作成しており、その手法は、

本プロジェクトにも活用可能である。 

また、上述のとおり、本プロジェクトはTICAD IV の枠組みの中で中央・南部アフリカの森林

案件形成を促進する一環として形成されたものである。こうした一連のプロジェクトの中で、先

行するコンゴ民主共和国「持続可能な森林経営及びREDD プラス促進のための国家森林モニタリ

ングシステム強化プロジェクト」やガボン共和国「持続的森林経営に資する国家森林資源インベ

ントリーシステム強化プロジェクト」は、衛星画像の判読による森林分布図（森林基盤図）の作

成、森林資源インベントリー調査及びGISデータベースの構築等、同様の協力内容を含んでいる。

これらプロジェクトは開始直後であり多くの教訓は得られていないが、気候変動対策にかかる調

整機関を合同調整委員会（Joint Cordinating Committee or Joint Cordination Committee：JCC)のメンバ

ーとしてプロジェクトの枠組みに取り組み、気候変動対策におけるプロジェクト成果の位置づけ

の明確化を図っている。本プロジェクトにおいても気候変動対策関連機関との意見交換の機会等

を設け、将来的なREDD+整備・推進への貢献に留意することが望まれる。 
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調査日程 

 

（1）詳細計画策定調査 1 

 

日付 
曜

日 
JICA 団員 役務団員１ 役務団員２ 

  
総括 宮薗専門員/ 

協力企画 関口職員 
森林資源管理 

GIS/リモートセンシング 

3 月 17 日 土  
成田 18:25→香港 22:35（SA7139） 

香港 23:50→ 

3 月 18 日 日  
ヨハネスブルグ 7:10（SA287） 

ヨハネスブルグ 9:25→ハボローネ 10:20（SA1763） 

3 月 19 日 月 
   

 

午前 JICA ボツワナ支所／大使館訪問・打合せ 

午後 環境・野生動物・観光省森林局 Division of Research & 

Monitoring 訪問・打合せ 

3 月 20 日 火  

午前環境・野生動物・観光省 野生動物・国立公園局、環境局、

気象局訪問 

午後 関連ドナー訪問・情報収集・意見交換（UNDP/GEF、

UNEP、EU 等） 

3 月 21 日 水  
パイロットサイト候補

地移動 

森林局 GIS ユニット協議、GIS ソフト

ウェア代理店視察 

3 月 22 日 木  
サイト視察・課題検証 

現地 NGO・CBO 協議 

国土住宅省協議 

ボツワナ大学開発研究所気象局協議 

3 月 23 日 金  森林局地方事務所視察 
ボツワナ地質リモートセンシングセ

ンター協議 

3 月 24 日 土 

（宮薗） 

ナイロビ 7:00→ヨハネスブ

ルグ 10:10（KQ760） 

ヨハネスブルグ 12:00→ハボ

ローネ 12:55（SA1775） 

ハボローネ移動 資料整理 

3 月 25 日 日 
（関口）ヨハネスブルグ 9:25→ハボローネ 10:20（SA1763） 

午後 団内打合せ 

3 月 26 日 月 

午前 JICA ボツワナ支所／大使館訪問・打合せ 

午後 環境・野生動物・観光省森林局下の Division of Research & Monitoring 訪問・打合せ・日

本側協力内容の説明・意見交換 

ボツワナ大学開発研究所気象局との協議 
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3 月 27 日 火 
関連ドナー訪問・情報収集・意見交換（UNDP/GEF、UNEP、EU、SADC 等） 

国立樹木種子センターとの協議 

3 月 28 日 水 Kasane に移動 

3 月 29 日 木 
Kasane 内の森林保護区視察、現地 NGO・CBO と協議 

Letlhakane に移動 

3 月 30 日 金 
パイロットサイト候補地（Khwee）視察 

Palapye 視察 

3 月 31 日 土 
午前 ハボローネに移動 

午後 資料整理 

4 月 1 日 日 
午前 資料整理 

午後 団内打合せ 

4 月 2 日 月 関連ドナー訪問・情報収集・意見交換（UNDP/GEF、UNEP、EU、SADC 等） 

4 月 3 日 火 森林局との協議、GIS ユニットとの協議 

4 月 4 日 水 森林局との協議 

4 月 5 日 木 

ハボローネ 7:50→ヨハネスブルグ 8:45（SA1762） 

11:00 JICA 南アフリカ事務所表敬・調査結果報告 

  気候変動案件・飯田専門家との打合せ 

ヨハネスブルグ 17:25→ 

4 月 6 日 金 
香港 12:15（SA286） 

香港 15:15→成田 20:25（JL028） 

 

（2）詳細計画策定調査 2 

 As of 21 June, 2012 

日程 森林総合研究所 JICA 役務団員 

 森林インベントリ―団員 
総括 宮薗専門員/ 

協力企画 関口職員 

GIS/リモートセンシング団員 
／評価分析団員 

6 月 27 日 水 

 

成 田 18:25→ 香 港 22:35

（SA7139） 

香港 23:50→ 

6 月 28 日 木 

ヨハネスブルグ 6:35（SA287）

ヨハネスブルグ 9:55→ハボロ

ーネ 10:50（SA1765） 

DFRR 表敬・ヒアリング 

6 月 29 日 金 関係機関へのヒアリング 

6 月 30 日 土 
（森林インベントリ―団員、協力企画団

員） 

（総括） 

ヨハネスブルグ 7:55  
資料作成 
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成田 18:25→香港 22:35（SA7139） 

香港 23:50→ 

→ハボロネ 8:50 

（SA1763） 

7 月 1 日 日 

ヨハネスブルグ 6:35（SA287） 

ヨハネスブルグ 11:30→カサネ 13:50   

（BP214） 

（総括、役務団員、DFRR C/P） 

ハボロネ 9:00 →カサネ 10:50 （BP024） 

団内打合せ 

7 月 2 日 月 サイトビジット 

7 月 3 日 火 サイトビジット 

7 月 4 日 
水 

地方事務所員との協議 
カサネ 15:25 →ハボロネ 18:30 （BP021） 

7 月 5 日 木 DFRR ディレクター表敬／DFRR との協議 

7 月 6 日 金 ワークショップ実施 

7 月 7 日 
土 

ハボロネ 13:15→ヨハネスブル

グ 14:05（SA1768） 
ヨハネスブルグ 17:00→ 

資料作成 

7 月 8 日 
日 

香港 12:10（SA286） 
香港 15:00→成田 20:20
（SA7138） 

資料作成・内部打合せ 

7 月 9 日 月 

 

M/M 並びに R/D 案に関する協議 

7 月 10 日 火 M/M 並びに R/D 案に関する協議 

7 月 11 日 
水 

M/M への署名 
在ボツワナ日本大使／JICA ボツワナに対する報告 

7 月 12 日 木 

GIZ との協議 

ハボロネ 11:25→ヨハネスブ

ルグ 12:20（SA1766） 
ヨハネスブルグ 17:00→ 

予備調査 

7 月 13 日 
金 

香港 12:10（SA286） 
香港 15:00→成田 20:20
（SA7138） 

予備調査 

7 月 14 日 
土 

 
予備調査 

7 月 15 日 
日 

ハボロネ 13:15→ヨハネスブ

ルグ 14:05 （SA1768） 
ヨハネスブルグ 17:00→ 

7 月 16 日 
月 

香港 12:10（SA286） 
香 港  15:00 → 成 田 20:20
（SA7138） 
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機材調査結果 

 

プロジェクトで使用する機材は、サポート、メンテナンス等を考慮し、可能な限り現地調

達、もくは近隣国で調達することが望ましい。このため、本調査では GIS、リモートセンシ

ングに関わる機材調達の可能性について調査を行った。その概要は以下のとおりである。 

 

(ア) GIS、リモートセンシングのソフトウェアに関する調査 

森林局が保有している GIS ソフトウェア ArcGIS、及びリモートセンシング・ソフ

トウェア ENVI（交換予定）の代理店である GIMS 社を訪問し、見積り調査を行っ

た。なお、同社は、ESRI 製品に関しては、ボツワナ唯一の代理店であり、ENVI 製

品に関しては、ボツワナの理店である ESRI South Africa 社との連携による準代理店

である。同代理店の情報は、以下のとおりである。 

社名： GIMS Botswana 

住所： Plot 99, Unit 7, Gaborone International Commerce Park, Postnet, P.O. Box AD 

816, ADD, Gaborone, Botswana 

TEL: （+267）-390-7444  FAX: （+267）-397-3086 

URL: http://www.gimsbotswana.com/index.html 

 

 林分布図作成のための森林被覆分類において、極めて重要な画像領域分割及び画

像分類機能に優れたソフトウェアであり、実質的な業界標準とされている

「eCognition」を供与する計画である。本ソフトウェアの代理店は、ボツワナには

ないが、南アフリカ共和国に代理店がある。 

社名： OPTRON Geomatics （Pty） Ltd 

住所： 272 West Street, Lakefield Office Park, Block C, Centurion, SOUTH AFRICA  

TEL: Tel : （+27）-12-683-4500 FAX : （+27）-12-663-2652 

URL: http://www.optron.co.za/index.php 

 

(イ) GIS、リモートセンシングのハードウェアに関する調査 

 ボツワナ国内で、機材の現地調達の可能性を確認するため、パソコン、プリンタ、

プロッター等のハードウェアの見積り調査を行った。見積り作成には、3 週間から

4 週間程度の期間が必要とのコメントがあった。調査を行った民間会社は、以下の

とおりである。 

① Canon Botswana 

住所： Plot 20614, Magochanyama Road, Phase 3, Broadhurst Industrial 

Estate, Gaborone 

TEL: （+267）-393-3534  Fax: （+267）-395-1446 

URL: http://www.canon.co.bw 

② IT INTEGRATERS （PTY） LTD 

付属資料4
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住所： 空港近くの Sebere Center 内 

TEL: （+267）-397-2644/47 FAX: （+267）-397-2653 

③ Century Office Supplies 

住所： P.O. Box 1478, Plot 5679, Kubu Road, Broadhurst, Gaborone 

TEL: （+267）-391-2655  FAX: （+267）-397-4037 

 

(ウ) ハンディ GPS に関する調査 

ハンディ GPS は、リモートセンシングの現地調査、及び森林インベントリー調査で

使用する予定である。ただし、ボツワナにおいて、GPS 製品を扱っている民間会社

は少ない。調達可能な会社は、以下のとおりである。 

④ Pharma Group （Pharma South） 

住所： BBS （Botswana Building Society）モール（Kagiso Mall）内 

TEL: （+267）-390-7667 

URL: www.pharma.co.bw 

備考： モール内のショップの外観は薬局、ドラッグストアである。薬局

の奥に事務所があり、ガーミン製品を取り扱っている。 

⑤ Canon Botswana 

備考 過去に、調達を実施した経験があるとのことである。 

⑥ OPTRON Geomatics （Pty） Ltd 

備考 Trimble 社の GPS 機材を扱っている。 

 

別添. 機材見積り表 
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ボツワナ国森林資源マネジメント計画策定プロジェクト詳細計画策定調査(2)

資料：GIS／リモセン機材 10.3590 （円／プラ、2012年7月精算レート）

注意：機材仕様が確定していないため、機材の予算を高めに設定している。 98.9900 （円／ユーロ、2012年7月精算レート）

　　　森林インベントリー調査用の機材は計上していない。 0.1046 （プラ／ユーロ）

No 過去の調達
実績

GIMS
Botswana

OPTRON IT
Integraters

COS Canon Pharma
単価（プ
ラ、税
抜）

単価（プ
ラ、税
込）

数量
小計

（プラ）
備考

ハードウェア（単体）

1 デスクトップPC DELL Precision M4400 8,937 8,937 10,009 0 少し安すぎる、ノートなので駄目

Lenovo Tower, Intel®core TM i5-
2500S

6,250 6,250 7,000 0

Dell Precision T3500 Workstation 50,000 50,000 56,000 5 280,000 他の無償案件では、スペックを考慮し、50万円程度
の機材を供与

Dell OptiPlex 990 Mini Tower 8,995 8,995 10,074 0

HP Workstation  Z420 19,010 19,010 21,291 0

モニター DELL 24" Monitor (U2410) 4,670 4,580 4,580 5,130 5 25,648

24" Wide Lcd 16:10 TC003 Hybrid
1920 x 1200

3,750 3,750 4,200 0

HP Monitor 23 inch LED DC 2,431 2,431 2,723 0

PC＆モニター
HP PC Tower G630, 2GB RAM,
500GB, WIN 7 PRO + 20"LCD

5,786 5,786 6,480 0

無停電電源装置 UPS（APC 1000VA 230V） 19,021 19,021 21,304 0

APC BACK-UPS RS 1100VA 1,462 1,462 1,637 5 8,187

ME-2000-VU Mecer 2000VA 980 980 1,098 0

小計 313,835  ¥                                  3,251,019

ソフトウェア（リモートセンシング）

ENVI Floating License 79,100 124,530 79,100 88,592 2 177,184

ENVI +IDL 102,600 16,149 16,149 18,087 0

　大気補正 Atmospheric Correction Module 34,500 38,430 34,500 38,640 2 77,280

　DEM抽出 DEM Extraction Module 48,200 53,655 48,200 53,984 2 107,968

　オルソ作成 Orthorectification Module 137,500 153,090 137,500 154,000 2 308,000

　GIS連携ソフト Ex Module 68,800 68,800 77,056 2 154,112

eCongnition eCongnition Developer 166,273 166,273 186,226 1 186,226

eCongnition Architect 124,705 124,705 139,670 1 139,670

小計 1,150,440  ¥                                 11,917,406

ソフトウェア（GIS）

ArcGIS(ArcInfo) Ver.10　Primary License 192,500 214,305 192,500 215,600 1 215,600
GISの基本ソフトウェア、用途によりライセンスを
選択

項目名（及び参考銘柄）
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No 過去の調達
実績

GIMS
Botswana

OPTRON IT
Integraters

COS Canon Pharma
単価（プ
ラ、税
抜）

単価（プ
ラ、税
込）

数量
小計

（プラ）
備考項目名（及び参考銘柄）

ArcGIS(ArcEditor) Ver.10　Secondary License 86,700 107,205 86,700 97,104 1 97,104

ArcGIS(ArcView) Ver.10　Secondary License 20,700 45,990 20,700 23,184 0

Spatial Analyst 34,500 38,430 34,500 38,640 2 77,280

3D Analyst 34,500 38,430 34,500 38,640 2 77,280

小計 467,264  ¥                                  4,840,388

ハードウェア、ソフトウェア（共有）

データ・サーバ
QNAP Caviar 2 bay NAS, Marvell
2.0GHz CPU,DDR3 512MB

5,759 5,759 6,450 0

STOSOL Promise NS6700 6bay 12,779 12,779 14,312 2 28,625

A3プリンタ(カラー) HP Colour Laserjet CP6015dn 49,999 50,197 53,268 49,999 55,999 2 111,998

A3スキャナ GT 2000 Flat bed scanner A3 1,786 1,786 2,000 0

HP Scanjet Enterprise 9000 Sheet-feed
Scanner (L2712A)

37,030 37,030 41,474 0

HP Scanjet Enterprise 9000 39,295 39,295 44,010

HP Scanjet N9120 41,395 41,395 46,362

A0プロッタ Hp Designjet  T1300　(プロットのみ) 62,995 55,358 55,358 62,001 0

HP Designjet T1200 HD MFP
(Scaning, Copying)

235,487 235,487 263,745 0

HP DJ T2300ps eMFP 105,695 105,695 118,378 1 118,378 A0プロットとスキャニング機能

A0スキャナ 0 0

プロジェクタ Dell M110 Ultra Mobile Projector 4,862 4,862 5,445 2 10,891

EPSON EB-X02 2600lumens 4,237 4,237 4,745 0

Acer Projector X1161P 3,895 3,895 4,362 0

複合機
SCX 4833FR - Samsung (Mono
Multifunction Printer)

5,446 5,446 6,100 0

HP Color LaserJet CM6040 MFP 89,895 81,386 81,386 91,152 1 91,152

マイクロソフト･オ
フィス

T5D-00410 (Office Home and
Business 2010 32-Bit/x64 English A）

1,325 1,661 1,493 1,325 1,484 5 7,420

Adobe Acrobat Pro
ADOBE ACROBAT 10; RETAIL
WIN; NON EU

2,995 2,758 2,758 3,089 5 15,445

ウィルス対策ソフト
ウェア

Karsperky Anti Virus 1 User 2012 201 201 225 5 1,125

Karsperky Anti Virus 3 User pack 320 320

LANケーブル 10m 150 150 168 10 1,680

ハブ  8  Port 150 201 150 168 1 168

ArcGISのエクステンション・ソフトウェア

プロット機能とスキャン機能を複合するか、検討す
る。もし、複合する場合、もう少し安い機材を選定
することを検討する。

A3スキャナは、複合機の機能で代替とする。
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No 過去の調達
実績

GIMS
Botswana

OPTRON IT
Integraters

COS Canon Pharma
単価（プ
ラ、税
抜）

単価（プ
ラ、税
込）

数量
小計

（プラ）
備考項目名（及び参考銘柄）

消耗品 プリンタ(3年×(2+1個/年)) 22,934 22,934 25,686 9 231,177

プロッタ(3年×3セット) 28,668 28,668 32,108 9 288,972

プロッタ（紙、3年×20本） 478 478 535 60 32,108

複合機(3年×2セット) 19,112 19,112 21,405 6 128,432

現地調査用ハードウェア 0 0 0

ハンディGPS Garmin eTrex20 1,821 1,821 2,040 0

Garmin Montana 650 4,989 4,989 5,588 10 55,880

カメラ Canon Powershot SX260HS 3,772 3,772 4,225 5 21,125

Canon Powershot D20 3,195 3,195 3,578 0

小計 1,144,576

合　　計（プラ） 3,076,115

合　　計（円） 31,865,477

調達される機材によって、数量、単価は変わる。
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